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Ⅰ 法人の概要 

１ 基本的情報 

(1) 法 人 名 山形県公立大学法人 

(2) 所 在 地 山形県米沢市通町六丁目15番１号 

(3) 設 立 団 体 山形県 

(4) 設立認可年月日 平成21年４月１日 

(5) 設立登記年月日 平成21年４月１日 

(6) 沿革

昭和27年４月 米沢女子短期大学家政科・被服別科が開学 

昭和31年４月 国語科を開設 

昭和38年４月 県立に移管承継 

昭和45年４月 山形県立米沢女子短期大学に名称変更 家政科を家政学科、国語科を国語国文学科に名称変更 

昭和51年４月 別科を廃止 家政学科に家政専攻と食物専攻を開設 

昭和59年４月 英語英文学科、日本史学科を開設 

平成６年４月 社会情報学科、健康栄養学科を開設(食物専攻を改組) 

平成７年３月 家政学科を廃止 

平成21年４月 公立大学法人化(法人名：公立大学法人山形県立米沢女子短期大学) 

平成26年４月 法人の名称を山形県公立大学法人に変更 

平成26年４月 山形県立米沢栄養大学が開学 

平成27年３月 山形県立米沢女子短期大学健康栄養学科を廃止 

平成30年４月 山形県立米沢栄養大学大学院を開設 

(7) 法人の基本的な目標

地方独立行政法人法に基づき、大学を設置し及び管理することにより、豊かな教養に裏付けられた専門的な知識と技術・技能を身に付け、

広く社会で活躍する人材を育成するとともに、地域に根差した大学として真理の探究と知の創造に努め、もって地域ひいては社会全体の持

続的な発展に寄与することを目的とする。 

(8) 法人の業務

① 大学を設置し、これを運営すること。

② 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。

③ 法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実績その他の法人以外の者との連携による教育研究活動を行うこと。

④ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。

⑤ 大学における教育研究の成果の普及及び活用を通じ、地域社会に貢献すること。

⑥ 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。
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２ 組織・人員情報 

(1) 組織 「５ 運営組織図」のとおり

(2) 役員（令和２年４月１日現在）
役員の定数は、山形県公立大学法人定款第８条に定めるところにより、また、役員の任期については、第12条に定めるところによる。
役職 氏名 任期 職業等 

理事長 阿 部 宏 慈 令和２年４月１日 ～ 令和６年３月31日 山形県立米沢栄養大学学長・山形県立米沢女子短期大学学長（重任：令和２年４月１日～） 

理 事 大 和 田 浩 子 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 山形県立米沢栄養大学健康栄養学部長 

理 事 金 光 秀 子 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 山形県立米沢栄養大学学生部長 

理 事 薗 部 寿 樹 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 山形県立米沢女子短期大学副学長 

理 事 松 井 真 人 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 山形県立米沢女子短期大学学生部長 

理 事 佐 藤 佳 奈 江 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 山形県公立大学法人事務局長 

理 事 加 藤 英 樹 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 公認会計士 

監 事 五 十 嵐 正 明 平成31年４月１日 ～ ※ 公認会計士 

監 事 山 上 朗 平成31年４月１日 ～ ※ 弁護士 

※ 令和４年度についての財務諸表承認の日まで

(3) 教員数（令和２年４月１日現在） （単位：人） 

区分 
H28 

(兼務除き) 

H29 H30 R1 R2 

栄養大 米短大 
実数計 

(兼務除き) 
栄養大 米短大 

実数計 

(兼務除き) 
栄養大 米短大 

実数計 

(兼務除き) 
栄養大 米短大 

実数計 

(兼務除き) 

正職員 

教 授 26 9 19 27 13 18 30 12 19 30 13 18 30 

准教授 13 5 11 16 2 11 13 2 11 13 0 12 12 

講 師 7 1 3 4 2 4 6 2 3 5 3 2 5 

助 教 2 2 0 2 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

助 手 5 5 0 5 5 0 5 5 0 5 5 0 5 

合計 53 22 33 54 22 33 54 21 33 53 21 32 52 

(4) 職員数（令和２年４月１日現在） （単位：人）

区分 H28 H29 H30 R1 R2 

事務局長 1 1 1 1 1 

正職員 

法人採用職員 3 3 4 5 5 

県派遣 13 13 12 12 12 

計 16 16 16 17 17 

臨時・非常勤職員 17 18 18 18 17 

合計 34 35 35 36 35 
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３ 審議機関情報（令和２年４月１日現在） 

(1) 経営審議会
氏名 任期 職業等 

阿 部 宏 慈 令和２年４月１日 ～ 令和６年３月31日 理事長 

大 和 田 浩 子 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 理事 

金 光 秀 子 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 理事 

薗 部 寿 樹 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 理事 

松 井 真 人 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 理事 

佐 藤 佳 奈 江 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 理事 

加 藤 英 樹 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 理事 

宮 原 博 通 平成31年４月１日 ～ 令和３年３月31日 （有）地域環境デザイン研究所所長 

黒 田 三 佳 平成31年４月１日 ～ 令和３年３月31日 人材育成アカデミーローズレーン代表 

(2) 教育研究審議会（米沢栄養大学）
氏名 任期 職業等 

阿 部 宏 慈 令和２年４月１日 ～ 令和６年３月31日 理事長 

大 和 田 浩 子 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 理事 

金 光 秀 子 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 理事 

成 田 新 一 郎 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 大学院健康栄養科学研究科長 

髙 橋 永 行 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 附属図書館長 

大 益 史 弘 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会委員長 

吉 池 信 男 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 青森県立保健大学副理事長・副学長 

渋 江 光 晴 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 山形県立保健医療大学理事 

(3) 教育研究審議会（米沢女子短期大学）
氏名 任期 職業等 

阿 部 宏 慈 令和２年４月１日 ～ 令和６年３月31日 理事長 

薗 部 寿 樹 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 理事 

松 井 真 人 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 理事 

髙 橋 永 行 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 附属図書館長 

鈴 木 久 美 令和２年４月１日 ～ 令和４年３月31日 自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会委員長 

中 島 健 介 令和２年４月１日 ～ 令和３年３月31日 山形大学工学部長 

結 城 章 夫 令和２年４月１日 ～ 令和３年３月31日 学校法人富澤学園理事長 
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４ 学生に関する情報 

（1） 米沢栄養大学
① 定員数及び在籍者数（令和２年５月１日現在） （単位：人） 

区分 

H28 H29 H30 R1 R2 

定員 
在籍学生数 

（充足率：％） 
定員 

在籍学生数 

（充足率：％） 
定員 

在籍学生数 

（充足率：％） 
定員 

在籍学生数 

（充足率：％） 
定員 

在籍学生数 

（充足率：％） 

健康栄養学部 124 130（104.8） 168 176（104.8） 168 178（106.0） 168 174（103.6） 168 172（102.4） 

大学院（修士） － － － － 3   3（100.0）  6   5（ 83.3）  6   5（ 83.3） 

② 出身地別学生数（令和２年５月１日現在） （単位：人） 

１年 ２年 ３年 ４年 合計 割合（％） 

健康栄養学部 

県内 21  20 17  23  81  47.1 

県外 21  23 24  23  91  52.9 

総数 42 43 41 46 172 100.0 

大学院（修士） 

県内  1 2 － －  3  60.0 

県外  1 1 － －  2  40.0 

総数  2 3 － －  5 100.0 

（2） 米沢女子短期大学
① 定員数及び在籍者数（令和２年５月１日現在） （単位：人） 

区分 定員 
在籍学生数（充足率：％） 

H28 H29 H30 R1 R2 

国語国文学科 200 229（114.5） 231（115.5） 214（107.0） 241（120.5） 236（118.0） 

英語英文学科 100 123（123.0） 124（124.0） 124（124.0） 120（120.0） 118（118.0） 

日本史学科 100 118（118.0） 113（113.0） 117（117.0） 111（111.0） 116（116.0） 

社会情報学科 100 117（117.0） 114（114.0） 112（112.0） 117（117.0） 117（117.0） 

合計 500 587（117.4） 582（116.4） 567（113.4） 589（117.8） 587（117.4） 

② 出身地別学生数（令和２年５月１日現在） （単位：人）

区分 
１年 ２年 

合計 
割合 

（％） 国文 英文 日本史 社会 小計 国文 英文 日本史 社会 小計 

県 内  44  29  15  28 116  38  27  15  37 117 233  39.7 

県 外  63  22  43  27 155  91  40  43  25 199 354  60.3 

総 数 107  51  58  55 271 129  67  58  62 316 587 100.0 
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５　運営組織図
令和２年４月１日
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Ⅱ 全体評価 

１ 業務の実施状況 

(1) はじめに
本業務実績報告書は、山形県立米沢女子短期大学が平成21年度から公立大学法人に移行したことに伴い、地方独立行政法人法第78条の２第２項

の規定に基づき、各事業年度における業務の実績について、山形県公立大学法人評価委員会の評価を受けるため、自己評価を行った結果を取りま

とめたものである。平成26年度に山形県立米沢栄養大学を開学（平成30年度からは大学院（修士）を開設）したことにより、両大学の結果を取り

まとめている。  

(2) 業務の全体的な実施状況
全体的な実施状況は、131項目にわたる令和２年度計画達成目標中、以下のような結果であった。

（Ｓ評価）年度計画を上回って実施している項目 …   6項目（ 4.6％） 

（Ａ評価）年度計画を十分に実施している項目  … 123項目（93.9％） 

（Ｂ評価）年度計画を十分には実施していない項目 …   2項目（ 1.5％） 

（Ｃ評価）年度計画を実施していない項目  …   0項目（ 0.0％） 

評価Ａ以上の項目が129項目（98.5％）であり、全体として年度計画どおりの取組みが行われ、一定の成果を上げることができたと考えられる。 

(3) 業務運営にあたって
① 組織運営・活動

・ 令和２年度は、法人移行後11年、米沢栄養大学（以下「栄養大」という。）開学後６年をそれぞれ経過した年であり、理事長のリーダーシッ

プのもと、学内外の理事、各委員会が中心となって効果的な組織運営に努め、教職員一丸となって業務に取り組んだ。

・ 事業計画や事業実績、予算、決算、規程の制定・改廃等の法人の経営に関する重要事項については、大学運営の中心的役割を果たす審議機関

である｢経営審議会｣を６回、両大学の教育研究に関する重要事項については、栄養大の「教育研究審議会」については７回、米沢女子短期大学

（以下「米短大」という。）の「教育研究審議会」については６回開催し、学外理事・学外委員を交えて幅広い視点から審議を行った。

・ １法人２大学制のメリットを活かすため、栄養大及び米短大の連携を重視し、各委員会活動において合同で事業を実施する等、機能強化と効

率的な業務運営に努めた。

② 中期計画・年度計画

・ 第２期中期計画に関しては、中期計画推進委員会を中心に法人と各大学の現状と課題を整理しながら、県が定める中期目標の実現に向けた方

向性の検討と中期計画に基づく年度計画の着実な実施に取り組んだ。また、

・ 年度計画の実行及び進捗管理にあたっては、両大学の学部・各学科において主体的に取り組むとともに、次の各委員会が所掌する事項を調

査・検討しながら事業を活発に行うことで、取組みの一層の推進を図った。

【法 人】倫理委員会、ハラスメント対策委員会、動物実験委員会

【栄養大】自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会、入試委員会、教務学生委員会、教職課程委員会、キャリア支援委員会、大学院研究科委員会、

利益相反管理委員会、教員業績評価検討委員会、図書館情報委員会、地域連携・研究推進センター運営委員会、 

【米短大】自己評価改善・ＳＤＦＤ委員会、入試委員会、教務委員会、学生委員会、教職課程委員会、キャリア支援委員会、 
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図書館情報委員会、生活文化研究所運営委員会 

・ 第２期中期計画が令和２年度をもって終了することから、中期計画推進委員会を中心に、県が定める中期目標の実現のため向こう６年間の本

学が取り組むべき方向性及び具体の取組みをまとめた第３期中期計画を策定した。

③ 学内環境

・ 大学の施設設備や機器、備品、図書・資料等について適切な維持管理に努め、教育環境の向上を図った。

・ 教職員だけでなく学生の意見を法人経営や大学の教育研究に反映させるべく、理事等と学生との意見交換会や「学生の声」アンケート（前

期・後期の２回）を実施し、学生の自由闊達な意見を広く集め、その意見を参考にしながら学内環境及び運営改善に努めた。

(4) 主な業務の取組み
① 教育研究等の質の向上

＜教育・研究＞

・ 学生指導・支援の一層の充実を図るため、学務システムのサーバーOSを更新し、セキュリティ対策を講じながら、履修登録や成績閲覧を学外

からもアクセス可能とする改修を実施ししたことで、学務システムの利便性が大きく向上した。

・ 学生の声を授業にフィードバックするため、ゼミや学外での実習を除く全科目を対象とした「授業評価アンケート」を前期及び後期に実施す

るとともに、教員を対象とした「授業改善ワークショップ」を行う等、大学全体として教育内容の充実に努めた。

・ 栄養大大学院では、少人数教育の強みを活かして学生１人に２名の研究指導教員を配置し、個々の研究ニーズや能力に応じてきめ細やかな指

導を行い、栄養に関する高度人材育成に努めた。また、社会人学生に配慮して土曜日開講等の柔軟な対応を行うとともに、新型コロナ感染症の

感染拡大に伴う特別措置として遠隔授業を導入した。

・ 本学独自の「戦略的研究推進費」により外部資金獲得を目指す教員の研究活動に資金的支援を行ったほか、外部資金獲得に資するためのセミ

ナーや研究活動の不正行為防止に向けたコンプライアンス研修等の実施により、教員の意識向上と研究活動の推進を図った。

＜学生の確保・支援＞ 

・ オープンキャンパスについて、新型コロナウイルス感染症が流行する中でも、参加人数の制限を行うなど、感染症対策に細心の注意を払いな

がら開催した結果、参加者からは高い満足度を得ることができた。また、来場できなかった高校生向けのウェブオープンキャンパスの開催や、

栄養大ではウェブで視聴できる模擬講座の拡充、米短大ではSNSを活用した個別質問対応を実施するなど、学生の確保に努めた。

・ 米短大への障がいのある学生への支援として、関係する教職員が連携し、授業でのレジュメ配布や定期的な面談等による支援のほか、遠隔授

業期間の講義動画への字幕挿入やパソコンテイクによる支援も行った。また、ハード面では、食堂入口への自動ドアの設置や学生昇降口のドア

の改修を行った。

・ 栄養大のキャリア支援として、新たに病院管理栄養士としての勤務経験を有するエンプロイメントアドバイザー（就職相談員）を採用し、個

別指導・相談の実施や、オンラインによる学内合同企業説明会を実施した結果、就職率100%を達成した。

・ 米短大のキャリア支援として、新型コロナウイルス感染症が流行する中で早急にメールやウェブによる支援体制を整備し、ウェブ上での講座

を実施したほか、面接練習、進路相談会、就職率向上のための各種講座の開講、学内における合同企業説明会の実施、就職に有利な資格取得支

援等により、就職率は97.8％であった。

・ 編入学指導について、これまで週２日体制で行っていた小論文の個別指導について、学生のニーズを踏まえ、７月～11月を週３日体制で指導

を行うなど、指導の充実に努めた結果、編入学率は96.5％であった。
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＜地域貢献＞ 

・ 開かれた高等教育機関として、大学紀要や学術機関リポジトリによる公開を通じて教員の研究成果を広く発信するとともに、公開講座や出前

講座を実施し、地域に多様な学習機会を提供した。 

・ 栄養大では、自治体からの各種相談への対応や連携事業の実施のほか、県民の健康づくり意識醸成を図るため山形県及び関係機関が連携して

進めている「やまがた健康フェア」事業において、「健康ガイドブック」の作成に取り組み、県内の家庭に広く配布された。また、米短大では、

新型コロナウイルス感染症の影響で連携協定を締結している高校からの受講生受入れは実施できなかったが、高校より依頼があった出前講座等

については、教員を講師として派遣するなど、高大連携の推進と地域教育への貢献に努めた。 

・ 新型コロナウイルス感染症対策を実施しながら、附属図書館の土曜日開館継続することとして段階的に実施し、学生・教職員の活用はもとよ

り、地域住民の利用に供した。 

＜国際交流＞ 

・ 平成27年度に分担採択を受けた文部科学省補助事業「大学の世界展開力強化事業（中南米枠）」により、山形大学とともに学生の国際交流の

推進を図り、南米３カ国（ペルー、ボリビア、チリ）へ栄養大学生を短期派遣（令和元年度）したことから、令和２年度はその報告会（オンラ

イン）を開催した。 

② 業務運営の改善及び効率化 

・ 法人の経営及び両大学に共通する運営の重要事項を検討・協議するために、学内役員による法人役員会議を定期的に開催したほか、学外役員

に適宜報告し協議する等、全学的運営体制の強化に努めた。また、学内外の委員の多様な意見による審議の活性化と事務の効率化を図るため、

経営審議会と両大学の教育研究審議会を合同で開催した。 

・ 両大学の教職員を対象に、研究活動におけるコンプライアンスやメンタルヘルス・ハラスメント対策、外部資金獲得等の様々なテーマでＳＤ

ＦＤ研修を実施し、高等教育機関の教職員として必要な資質能力の向上に努めた。 

・ 両大学の教育研究活動の質的向上を目指して全教員に業績評価を実施し、前年度の評価において特に優れた業績の教員に対し、特別研究費の

交付を行った。また、職員についても、全職員を対象とした人事評価を年２回実施した。 

・ 設立団体派遣職員から法人採用職員への切替えを図るとともに、法人採用職員による自主的・継続的な研修の機会提供及び支援を実施し、法

人の業務執行に必要な専門性の向上と人材育成に努めた。 

③ 財務内容の改善 

・ コンプライアンス研修会や外部資金獲得セミナーを開催しながら、本学独自の「戦略的研究推進費」交付による教員の研究活動を促進し、外

部資金獲得に有益な情報提供と積極的な活用を呼びかけた。 

・ 授業料、入学料等の支払い状況を把握し、支払い遅延者に対して適切な督促・指導を継続的に行った。 

・ リサイクルに関する呼びかけや夏季・冬季の省エネ対策を行い、経費の節減に努めた。 

④ 自己点検、評価及び情報の提供等 

・ 各委員会や教授会において年度計画の進捗状況を把握し、取組みの一層の推進に努めた。また、大学認証評価を受審し、いずれも「適合」の

認定を得た。 

・ 法人運営の透明性を確保するために、財務諸表や事業報告書、年度計画に基づく自己評価結果、審議会の議事録等の法人情報をホームページ

で公表した。 

・ ホームページの効果的活用として、ＳＤＦＤ研修をはじめ、各種研修会の実施内容や公開講座、学内外の取組み内容を適宜掲載し、情報発信

に努めた。 
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⑤ その他の業務運営 

・ 安全衛生管理規程に基づき、衛生委員会の開催や職場巡視を行い職場環境の改善を図るとともに、健康診断やストレスチェックの実施により、

教職員の心身の健康管理を適切に行った。 

・ ハラスメントの防止に向けて、外部講師によるハラスメント防止研修会を実施し、全教職員の受講を義務付ける等、教職員の意識啓発に努め

たほか、相談員の能力向上を目指した講習会を開催し、相談体制の強化を図った。 

 

２ 財務その他の状況 

財務については、適正な予算の運用を常に意識しながら、業務の効率化を図るとともに経費の節減に努め、16,270千円の当期未処分利益を計上した。 

また、予算の執行状況及び現預金残高を定期的に確認のうえ年間の資金計画を策定し、余剰金を短期の定期性預金で運用するなど、適正な予算管理、

資金管理に努めた。 

 

３ その他   

なし。 
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Ⅲ 項目別実施状況 

大項目 第２の１ 山形県立米沢栄養大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  

中期目標 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育の内容及び成果 

少子高齢化社会の到来、人々の価値観の多様化、食料自給の低下による食を取り巻く環境の国際化等、社会の変化に的確に対応した

栄養に関する教育を推進し、国際的な視野を持ちながら地域において食を通した健康づくり等を担うことができる人材を育成するた

め、「少人数教育」の利点を活かした教育を行うとともに、育成すべき人材像を全ての教員が共有した全学的な教育を展開する。 

① 学部教育 

   地域と関わりながら、豊かな人間性と幅広く深い教養と知識のうえに、栄養に関する高度な専門知識と専門技術を身に付けた人材

を育成する。 

 ② 大学院教育 

健康づくりや医療、福祉等の現場において、栄養に関するより高度な専門的知識、実践的能力を有するとともに研究調査にも精通

し、指導的役割を発揮する人材や、地域の栄養課題や食文化を熟知し、地域の栄養課題解決を担う教育者・研究者を養成する。 

（２）教育実施体制の充実 

① 教員の配置 

教育研究の進歩や時代の動向、地域や学生のニーズに柔軟に対応した教育を実施するため、適切な教員の配置を図る。 

② 教育環境 

学生に良好な環境で質の高い教育を提供するため、施設設備、資料等の計画的な整備及び長期的な視点に立った維持管理により、

教育環境の向上を図る。 

（３）学生の確保 

大学の特色、求める学生像、その他入学者の選抜に関する情報を積極的に発信し、県内出身者をはじめとする志願者の確保を図ると

ともに、適切な入学者選抜を行い、大学が求める資質と能力を有する優秀な学生の確保を図る。  

また、社会人向けの履修環境について、情報発信、工夫に努め、現場で働く社会人が大学院において高度な教育を受け、研究するこ

とができるよう、積極的な受け入れを図る。 

（４）学生支援の充実 

① 学修支援 

学生が意欲と目的を持って学修に取り組めるよう、学生一人ひとりの学修目的及び習熟度に応じた学修支援の充実を図る。 

② 生活支援 

学生が心身ともに充実した大学生活を送ることができるよう、生活全般に対する支援の充実を図る。 

③ キャリア支援 

多様な場で活躍できる管理栄養士を養成するため、早い段階から社会的・職業的自立に向けた体系的なキャリア教育を展開すると

ともに、学生個々の希望に応じた、就職や国家資格取得のための支援を行う。 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 
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（１）研究活動の積極的な推進及び研究成果の発信 

県民の健康で豊かな暮らしの実現に寄与するため、栄養学及び関連領域の学問を通じて、健康に資する実践的な研究を志向する。さ

らに学内外との共同研究、地域の課題解決に資する研究等を推進するとともに、その研究成果が地域で有効に活用されるよう、積極的

に情報を発信する。 

（２）研究実施体制の充実 

研究活動を促進するため、教員の研究成果に対する適正な評価を行い、その評価結果を活用する仕組みを構築するなど、研究実施体

制の充実を図る。 

３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

（１）地域で活躍する人材の輩出 

地域が求める人材像を把握し、教育課程やキャリア支援に反映させることにより、地域で活躍する人材の輩出に努めるとともに、地

域での管理栄養士の活躍の場の拡充を図る。 

（２）教育研究成果の地域への還元 

地域連携・研究推進センターの活動を通じ、栄養と健康に関するシンクタンク機能を発揮し、行政、他の教育機関、研究機関、県内

企業等との連携を図り、教育研究の成果を地域に還元する。 

（３）他大学との連携 

大学の有する知的資源のより効果的な活用及び情報発信を図るため、大学コンソーシアムやまがたへの積極的な参画等、他大学との

連携を推進する。 

（４）高等学校等との連携 

高校生等の学習意欲の喚起や進路選択に資するため、県内高等学校等との連携を推進する。 

（５）県民への学びの機会の提供 

公開講座や栄養関係者のための研修会の開催等、地域のニーズに合わせ広く学びの機会を提供する。 

４ 国際交流に関する目標を達成するための措置 

国際的な視野を持ち活躍できる人材を育成するため、海外の情報の収集を積極的に行い、その成果の活用や、海外の教育機関等との交

流を通じ、国際化に対応した教育研究を展開する。 
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第２期 中期計画 令和２年度 年度計画 令和２年度 業務実績 自己評価

第２の１　山形県立米沢栄養大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　教育に関する目標を達成するための措置

(1) 教育の内容及び成果

①学部教育

ア　全教員が、それぞれ担当する授業科目が本学の人
材育成のどの部分を担うのかしっかり理解し教育を行
うよう、本学の教育研究上の理念と教育目標の認識と
共有を図る。

ア　新任教員研修や学科会等の機会を利用して、全教
員に本学の教育研究上の理念と教育目標を周知し、大
学の人材育成において各授業科目の果たす役割の理解
促進を図る。

ア 新任教員研修等の機会を利用して、本学の教育研究上の理念と
教育目標を周知し、大学の人材育成において各授業科目の果たす
役割の理解促進を図った。１月に青森県立保健大学及び神奈川県
立健康福祉大学と連携し、コロナ禍の臨地実習の在り方に関する
授業改善ワークショップを実施した。

Ａ

イ　教育に係る外部評価などの指摘に対して、具体的
かつ早急に改善を図るとともに、その指摘に係る問題
点を組織的に整理し、恒常的に教育課程や教育内容の
向上につなげる。

イ　外部評価機関による大学認証評価を受審し、その
評価結果を公表するとともに、指摘事項に対しては、
担当委員会が中心となって問題点を整理し改善に努め
る。

イ　開学以来、初めての大学認証評価を受審した（認証評価機
関：公益財団法人大学基準協会）。本学で作成した「点検・評価
報告書」による書面審査と２日間（９/17-９/18）に渡るオンライ
ン実地調査が実施され、３月に同協会の大学基準に「適合」して
いるとの認定を得た。
また、「点検・評価報告書」及び「大学評価結果（認証評価結
果）」について本学ホームページで公表している。
　尚、評価結果については学内で問題点の共有を行った。

Ａ

ウ　学生の成績評価や単位認定、進級・卒業判定につ
いて、より公正かつ適正な判断を下すことができるよ
う不断に検証し、必要に応じて改善を加える。

ウ　厳正かつ適正な成績評価のために、現在用いてい
るＧＰＡ値の妥当性を継続的に検証するとともに、令
和元年度に導入した成績に関する異議申立制度の実施
結果を検証し、必要に応じて改善を加える。

ウ　平成31年４月から成績評価異議申し立てに関する細則の運用
を開始し、学生からの問い合わせに対応できるようにしている
が、今年度は異議申し立て等はなかった。
　開学当初から現在のＧＰＡ値活用の妥当性を検証しており、今
後も継続して学習指導や授業料減免対象者の学力判定基準に利用
していくこととした。
　卒業判定においては、学生一人一人について教養科目及び専門
科目の既修得単位をそれぞれ丁寧に確認し、また成績優秀者選考
のためにＧＰＡ値を活用した。

Ａ

エ　学生が授業に主体的に参加し授業内容を深く理解
できるよう、対話・討論等、双方向的な授業形態を発
展させるとともに、実習・演習の充実など少人数教育
の利点を活かした学習指導により高い教育効果を得る
ことができるよう、教育方法の改善を図る。

エ　令和元年度に行った管理栄養士新コアカリキュラ
ムとの整合性の確認結果をもとに、本学のカリキュラ
ムの検討を行い、管理栄養士の養成に適した教育の充
実を図る。

エ　管理栄養士栄養士養成施設のモデルコアカリキュラムと本学
のカリキュラムの整合性について、令和元年度に行った確認結果
をもとに、さらに学習指導内容に偏り等がないか補充確認を行っ
た。
　なお、令和３年度は専任教員の変更に伴い、担当科目も大幅に
変更となるため、改めて確認作業を実施することとした。

Ａ

　豊かな人間性と、幅広く深い教養と知識のうえに、栄養に関する高度な専門知識と専門技術を身に付けた国際的な視野を有する人材を育成する教育を全教員の共通認識のもと展開する。
　また、教育の成果として、保健・医療・福祉・介護など多様な分野において活躍でき、地域住民の健康づくりを担い、国・県・市町村などの栄養政策を牽引できる管理栄養士や学校にお
ける食育推進の中核的な役割を担う栄養教諭を輩出するなど、県内各界において食を通じた健康づくりを担い、広い視野を持ちながら、将来的に広く活躍できる人材を養成するため、教育
に関する諸分野において以下に掲げる計画を着実に実行する。
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オ 学生に対し、授業科目ごとに、授業に対する理解
度や要望・興味等に関するアンケートを実施し、この
結果を活用することにより、必要な改善を図り、次期
の授業に反映させる。

オ 授業評価アンケートを前期及び後期に実施し、学
生の授業に対する意見や要望等を把握するとともに、
それを次期の授業に反映させる。

オ 前期の授業評価アンケートを８月から９月にかけて、後期に
おいては１月から２月にかけて実施し、いずれも95％程度の回答
率であった。アンケート結果は、各教員に配布するとともに、学
内のホームページで評定を公開している（学生を含めた学内関係
者のみ閲覧可能）。
　また、各教員には、該当授業におけるアンケートの評定値なら
びに自由記載欄の精査と今後の授業への反映を依頼した。

Ａ

カ 教職員に対し、成績評価の厳格化に関する研修、
教育方法の改善及び学生指導の向上等に関する研修等
を行う。

カ 成績評価や教育方法の改善、学生指導の向上等に
資する教職員向けの研修を実施する。

カ 先駆的な管理栄養士養成課程を持つ２大学と合同で「コロナ
禍における実習等の対応」をテーマに３大学合同研修会を１月に
開催した。他大学のオンラインを用いた学生指導や実習における
事例紹介を仰ぎ、本学教員の学生教育・指導の向上を図った。

Ａ

キ 新学務システムにより一元的に履修、成績等を管
理し、それらを効果的に活用した履修指導など、きめ
の細かい学生指導・支援の一層の充実を図る。

キ 新学務システムを活用した履修・成績等管理によ
り、学生指導・支援の一層の充実を図るとともに、学
生や教員等の要望をもとにシステムの改善を検討す
る。

キ 今年度は新型コロナウイルス感染症対策のため遠隔授業を取
り入れ、学外から学務システムにアクセスし履修登録やシラバス
修正を行う必要が生じたことから、学外からのアクセスに対応す
るためサーバーＯＳの更新を実施した。その後、セキュリティを
強化するため、従来のユーザーＩＤとパスワードの入力に加え、
アクセスの都度自動で生成されるワンタイムパスワードの入力項
目を追加することにより、第三者のなりすましによるログインを
防止する対策を講じた。
　学生は学外から履修登録を行ったり成績閲覧が可能となったこ
とにより、学務システムの利便性は格段に向上した。

Ｓ

②大学院教育

ア 本大学院の教育研究理念及び教育目標を全教員が
十分に理解、認識しながら、教育を行うとともに、教
育研究活動の充実とその水準の向上に取り組む。

ア 大学院の教育研究理念及び教育目標を踏まえた、
教員の資質向上を図る研修を実施するとともに、院生
が主体的に学修、研究を行うことのできる環境の整備
など、教育研究の充実に向けた取組みを進める。

ア 大学院の教育研究理念及び教育目標を踏まえた教員の資質向
上を図るため、大学院研修会を定期的に開催することを研究科委
員会で決定し、令和２年12月に本大学院教員を講師とした大学院
セミナーを開催した。また、学生が主体的に学修・研究を行える
よう、専門図書の購入や大学院生室の環境改善など、教育研究の
充実に資する環境整備を実施した。
　また、令和２年度に新型コロナウイルス感染症対策として実施
した遠隔授業の教育効果等を検証し、学生が時間や場所にとらわ
れずに学修することができるよう、令和３年度から正式に遠隔授
業を採用するための検討を行い、その結果、令和３年度から一部
の授業について、授業内容に応じて同時双方向型又はオンデマン
ド型のオンライン授業を実施することを決定した。このことに関
連し、令和３年２月に実施された大学コンソーシアムやまがたFD
研修会「オンライン授業の更なる質の向上を目指して」の開催情
報を研究科委員会で共有するとともに、多くの教員が参加して教
育能力の向上を図った。

Ａ

　栄養に関するより高度な専門知識と専門技術を身に付け、医療・福祉・介護などの現場で指導的役割を果たす人材や行政・研究機関などで栄養に関する施策の推進や地域の栄養課題の解
決に貢献できる人材、管理栄養士等を養成する施設において指導を行える人材を育成するため、教育研究に関する諸分野において以下に掲げる計画を着実に実行する。
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イ　教育目標を達成するために、地域の栄養課題や食
文化への理解を深めながら、栄養に関する知識や技術
とその活用方法を学生が十分に修得できるよう、事例
などを用いた討論等などによる演習やインターンシッ
プなどの手法による教育を取り入れる。
　また、個々のニーズや能力に応じた効果的な教育指
導を行い、学修成果について、評価システムを構築
し、客観的な指標などに基づき把握する。

イ　院生の学修等の状況・成績評価結果について研究
科教員全員が共有し、少人数教育を活かした個別指
導、双方向的授業を実施する。
　また、少人数の学生を対象としたグループワーク等
の教育方法のあり方について検討を行う。

イ　学生の学修状況と成績評価結果について、研究科委員会で資
料に基づき教員間で情報を共有した。新型コロナウイルス感染症
対策として特例的に実施した遠隔授業においては、少人数教育を
活かしてオンラインでの同時双方向型授業を行い、発表や質問・
意見に対する議論を取り入れたインタラクティブな教育を実施し
た。
　また、オンデマンド型での遠隔授業においても、学生自身が振
り返りと学修成果の把握を行えるような指導を行った。
　少人数の学生を対象としたグループワーク等の教育方法のあり
方については、他大学院と連携してオンライン授業の手法を活用
する可能性を踏まえ、本大学院の学生に他大学院のオンライン授
業の参観を促すなど、検討を重ねた。

Ａ

ウ　大学院生の質の高い研究の確保と栄養に関する幅
広い視野を養成するため、学生の研究テーマに精通し
た研究指導教員による指導の他、全ての教員から助言
を受けやすい指導体制を推進する。
　また、学生の研究テーマに関する国内外の研究成果
を活用しながら、新しい知見の提示や国際的な視野の
涵養など、研究能力や論文作成力の向上に資する研究
指導の取組みを進める。

ウ　院生の要望・資質を十分考慮した研究テーマを選
定し、院生の主体的な研究活動を指導していく。研究
指導には主・副研究指導教員の他、必要に応じ他領域
の教員が助言できる体制を継続する。
　また、授業や研究において、優れた研究文献や欧米
の文献などを積極的に取扱うとともに、院生を学会等
に参加させるなど、新しい知見の修得や最新の研究動
向を押さえて学修・研究できるような環境整備に努め
る。

ウ　学生１名に対し２名（主・副）の研究指導教員を配置し、学
生の主体的な研究活動を指導する体制を継続している。令和2年度
に開催された研究計画発表会・中間発表会・修士論文公開発表会
においては、他領域の教員からも数多くの質問・助言が付与され
た。
　また、授業等における海外論文の積極的な活用、ダイバーシ
ティ事業（女性研究者研究成果発表会）、第47回山形県公衆衛生
学会、および第７回日本栄養改善学会東北支部学術総会などの学
術集会への参加を通して、学生の幅広い視野の涵養に努めた。

Ａ

エ　社会人学生に配慮し、長期履修生制度の導入や開
講時間の柔軟な対応など、学修環境の充実に向けた取
組みを進める。

エ　院生の学修環境に応じ、土曜日の授業開講や長期
履修制度の活用など、柔軟な対応を継続するととも
に、社会人院生に配慮した授業のあり方を検討する。

エ　社会人学生からは事前に通学可能な日程を聴取したうえで、
土曜日に授業を設定するなど、時間割の編成に当たって柔軟な対
応に努めた。また、学生２名が長期履修制度を利用し、社会人と
して仕事と両立しつつ研究を継続できるよう計画を立て実行して
いる。
　令和２年度は新型コロナウイルス感染症拡大に伴う特別措置と
して遠隔授業を導入するとともに、時間割や授業方法においても
学生の学修環境に配慮することより、学生が様々な制約にとらわ
れることなく授業や研究に取り組むことができた。これらの経験
を活かし、令和３年度から新型コロナウイルス感染症対策のため
の特別措置ではない、本大学院の正式な授業方法として遠隔授業
を導入することとし、研究科委員会において検討および準備を進
めた。

Ａ

オ　学生の学位論文の審査を含む成績評価方法につい
て、公正かつ適正に行うことができるよう不断に検証
し、必要に応じて改善を加える。

オ　学位論文審査を含む成績評価について、公正、適
正に行われているか検証しながら実施する。

オ　修士論文審査結果および学生ごとの各授業科目の成績評価を
研究科委員会で共有し、その公正性と妥当性を確認した。

Ａ
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(2) 教育実施体制の充実

①教員の配置

ア　教育効果を最大限に発現できるよう、教員の資質
や適性、学科の人員数等を踏まえた適切な教員配置を
行う。

ア　各教員の専門領域や資質・適正を考慮のうえ、大
学院の運営にも配慮しながら、効果的な教育を実現で
きる教員の配置に努める。

ア　各教員の専門領域や資質・適正を考慮のうえ、大学院の運営
にも配慮しながら、効果的な教育を実現できる教員の配置に努め
た。次年度の新規教員の採用に向けて、教育効果が最大限に発現
できるよう科目担当教員の調整を行った。

Ａ

イ　地域の特性を理解し活躍できる管理栄養士の養成
に資する講義科目を開講し、教育内容を充実させるた
め、必要に応じて外部有識者を効果的に活用する。

イ　地域での農業体験を取り入れながら、山形の歴史
や食文化を学ぶ科目を開講する。実施にあたっては、
地域特性に対する理解を深めるため、地域で活躍する
専門家を活用する。

イ　地域で活躍する専門家による「山形の食と歴史」を開講し
た。新型コロナウイルス感染拡大の影響で前期授業開講が２か月
後ろ倒しとなったことから、学生は苗植え体験ができなかった
が、夏野菜や秋野菜の収穫時には、地域の多くの農業従事者を交
えながら山形の特色ある食材を知り、また農業体験をとおして地
産地消について学ぶことができた。

Ａ

②教育環境

ア　学生が自由に意見を述べるために設置する｢意見
箱｣に寄せられた学生の意見を活かすなど、学生の視点
に立った教育環境の検証及び改善の取組みを進める。

ア　教育環境等に関する学生の意見を聴取するため
に、｢学生の声｣アンケートを前期及び後期の計２回実
施する。学生の意見や要望は、自己評価改善・ＳＤＦ
Ｄ委員会と担当委員会が協力し、環境改善の取組みに
つなげる。

ア　｢学生の声｣アンケートを８月及び11月に実施し、いずれも19
件の投書があった。また、常設のメールによる意見が７件あり、
計45件の意見が学生から寄せられた。それら意見や要望の全てに
対して回答を行うとともに、その内容を学内及びホームページに
掲示した。今年度はコロナ禍対応に関する意見が多数寄せられ
た。学内の担当委員会を中心に検討を行い、対応可能なものから
順次対応した。

Ａ

イ　教育研究機能の充実、学生活動の支援に資するた
め、施設設備の現況調査を実施し、老朽化している米
沢女子短期大学との共有施設や設備の整備及び改修を
計画的に行う。

イ　学生アンケートの意見や事務局窓口への要望等を
参考にしながら、整備や改修が必要な施設・設備を再
確認するとともに、適宜改修等を行っていく。

イ　前期開講の遅れにより、盛夏の時期に講義を実施することと
なったため、視聴覚室に冷房設備を新設した。また、学生から新
型コロナウイルスの感染拡大への不安の声が寄せられたため、短
大の大教室を活用して講義を実施したり、食堂へのパーテーショ
ン、学内への手指消毒用アルコール・ウエットティッシュを設置
したりと、感染予防策を徹底した。

Ａ

ウ　講義や実験実習が円滑かつ効果的に行うことがで
きるよう、情報機器、視聴覚機器、実験実習用備品等
の適切な維持・管理に努めるとともに、計画的な整
備・更新を進める。

ウ　講義や実習を効果的に行うことができるよう、視
聴覚機器に関する定期的な点検、情報機器や実習用備
品等の整備に努めるとともに、変化する教育プログラ
ムや学生実験実習用機器の進歩に合わせ、現有機器に
ついて更新の検討を始める。

ウ　講義や実習の際の不具合解消のため、D303教室の視聴覚機器
を更新した。また、新型コロナウイルス感染症の感染予防の観点
から、いわゆる「三密」を防ぎ、講義や実験実習を円滑に進める
ため、２教室で同時に授業を行えるよう視聴覚機器を連動させる
機器を新設した。
　さらに、視聴覚機器に関する動作確認等の点検を保守業者に依
頼し、毎月１回点検を実施して適切な維持・管理に努めた。

Ａ
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エ 図書館について、電子書籍の活用も含めた収蔵図
書やレファレンス資料の充実及び他の図書館との連携
強化による機能の充実を図り、教職員が利用しやすい
環境整備を進めるほか、土曜日の開館を継続するとと
もに、開館時間や開館日について、不断に検証を行い
必要に応じて改善を図る。

エ 電子書籍を含めた収蔵書籍の充実、ほかの図書館
と連携した相互貸借、土曜日開館、４月講義期間及び
前期補講試験期間の開館時間延長を継続し、学生及び
教員の利便性向上を図る。
　また、図書館内の環境整備については、アンケート
等を実施して利用者の意見や要望を集約し、随時検討
のうえ、必要に応じて対応する。

エ 新型コロナウイルス感染症対策として、図書館の利用を以下
のとおり対応した。また、７月からの対面授業開始に合わせ、土
曜日開館を７月４日から開始、平日の開館時間延長を７月６日か
ら開始し、利便性の向上を図った。
①４月６日から学外者の利用中止
②４月20日から６月１日まで休館。学内者の文献複写やレファレ
ンスサービスをメールで対応した。学生の貸出期限を７月31日ま
で延長した。
③６月２日から８月３日まで学内者のみ利用再開。ただし、閲覧
席を１階のみとし通常の半分を利用可とした。パソコンは各階１
台のみ利用可とし、コピー機の利用は中止とした。データベース
や電子書籍について、一部学外からのアクセスで対応した。
④８月４日から学外者の利用再開

図書の購入については、７月から順次開始し、３月末で671冊を
登録した。電子ジャーナル及び洋雑誌は19種を購入契約し、電子
書籍は12タイトルを購入した。また、栄養大並びに米短大の図書
館情報委員会を合同で開催し、課題を共有した。
　図書館の環境整備を図るため、利用者の声を、①意見箱の設置
（今年度意見なし）、②学外者利用者向けアンケート（８月から
11月）、③「学生の声ノート」の設置により集約している。所蔵
してほしい図書や空調についての要望があり、図書については学
生希望図書の申込みの案内で対応した。また、空調については、
適正な室温となるよう毎日確認している。

Ａ

(3) 学生の確保

ア 県内出身者をはじめとする志願者の確保に向け、
以下の方策に取り組み、次の入試形態ごとの目標を達
成するよう努める。

・一般入試
志願者倍率　４.６倍

・推薦入試(社会人入試を含む)
志願者倍率　１.７倍

　一般入試の志願者倍率は4.8倍、推薦入試の志願者倍率は1.7倍
で、ともに目標を達成した。

Ｓ

イ アドミッション・ポリシーを踏まえた上で、入学
時のプレイスメントテストの結果やＧＰＡと入試形態
の関連性並びに入学者アンケートの結果を整理しなが
ら、引き続き入試制度の検証を行う。
　また、受験生の主体性の評価等、将来の大学入試改
革に伴う入試制度の変更事項を確実に履行する体制づ
くりを行う。

イ まず「学力の３要素」の一つ「主体性を持って多様な人々と
協働して学ぶ態度」（いわゆる「主体性評価」）を中心とした、
国の大学入試改革に対応する令和３年度入試制度を構築した。
　また、新型コロナウイルス感染症への対応として国より検討を
求められた、感染者（濃厚接触者を含む）に対する受験上の配慮
としての追試験の実施や、感染症対策方針を作成した。
　さらに、新学習指導要領改訂に伴う令和７年度入試の制度変更
に関して情報を共有し、議論のための素地を整えた。

Ｓ

ア 年度計画において入試形態ごとの志願者倍率の目標
を設定し、大学のアドミッション・ポリシーに合致した
学生を確保する。

イ 入試状況や入学者の追跡調査結果等の分析ととも
に、志願者確保のための広報活動について不断に検証を
行い、その充実を図る。
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ウ　高校進路指導担当者説明会や高校訪問を実施し、
また、各高校や企業が実施する模擬授業や大学説明会
に参加するなど、積極的に高等学校との連携強化に努
める。実施にあたっては、県内を中心に、東北地方
（特に宮城県、福島県）の主要進学校も視野に入れな
がら、志願者の確保に努める。併せて、長期休業期間
中に学生特使を出身校に派遣する。

ウ　新型コロナウイルス感染症の拡大により、進学関連業者や高
校が企画する大学説明会等が中止や延期となる中、感染症対策に
十分に配慮しながら、県内高校での模擬授業や大学説明会（遠隔
含む）８校、業者主催の大学説明会２回参加した。
　また、例年開催している県内高校対象の高校進路指導担当者説
明会は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大により中止とした
が、入試や就職状況等の本学に関する資料を提供した。更に、他
県の入試実績のある高校にも同様に資料を送付し、情報提供機会
の確保に努めた。
　学生特使については、本学学生に出身高校への手紙を作成して
もらい、それを送付する形に変更し、これを３校に実施した。

Ａ

エ　オープンキャンパスの内容について、前年度の参
加者アンケートや高校側の要望等を踏まえながら、内
容・開催時期についてプログラミングを行い、年２回
実施する。

エ　８月に学校推薦型選抜への出願を検討している高校生に限定
したミニ・オープンキャンパスを１回実施した。参加者は76名
（うち学生38名）。アンケートの結果、内容・開催時期などにつ
いて充実した内容であった等良好な反応が得られた。

Ａ

オ　大学ホームページや大学案内の内容及び効果につ
いて検討し、入試広報戦略を再構築する。併せて、模
擬授業等のＷｅｂ配信を試行し、また、ＳＮＳ等を活
用した情報発信を行うことで、より直接的かつ戦略的
に受験生へ本学をＰＲする。

オ　９月にウェブオープンキャンパスとして事前申込を前提に大
学説明や入試説明等の動画企画を公開し、69名の参加と合計308回
の視聴があった。
　また、㈱フロムページ主催の『夢ナビライブ』に参加し、ウェ
ブで視聴できる模擬講義の講義数を拡充した。
　大学ホームページについても、開学から７年を経過することか
ら、スマホユーザーが視聴しやすいよう現状の課題等を共有し
て、今後スマホ対応の改修を行っていくこととし、今年度は入試
広報に関する予算を活用し、小規模な改修を行った。

Ａ

カ　新学務システムを利用し、志願者確保に向けた
データの作成及び入試情報管理を行うとともに、県内
志願者増加のための方策を検討する。

カ　志願者増加のための方策を検討するため、新学務システムを
利用した入試情報や入学後の教務情報等、データの一元化につい
て検討した。

Ａ

キ　社会人が仕事と学業の両立を図れるよう、学修環
境について、管理栄養士の働く職場や院生等から情報
を収集しながら、必要に応じ改善を行う。

キ　社会人学生が仕事と学業を両立できるよう、職場の勤務体制
などを聴取したうえで、学生の希望に沿った時間割編成を検討し
授業を実施するなど、より良好な学修環境となるよう取り組むと
ともに、学生募集のために事業所を訪問し、社会人が仕事と学業
を両立しやすい学修環境について情報収集を行った。
　令和２年度に新型コロナウイルス感染症拡大に伴う特別措置と
して実施した遠隔授業のためのリソースおよびノウハウを生か
し、令和３年度以降も社会人が仕事と学業の両立を図れるよう、
遠隔授業の正式導入を研究科委員会において決定するとともに、
遠隔授業を実施する授業科目や授業回数、及び遠隔授業の方法に
ついて継続的に協議した。
　また、本学卒業者の大学院進学者確保に向け、一般選抜に加え
て学内推薦選抜を導入し、入学者選抜方法の改善を図った。その
結果、令和３年度は学内推薦選抜制度を利用して２名の入学予定
者を確保した。

Ａ

ウ　県内を中心とした高校訪問や説明会の開催などを実
施するとともに高等学校との連携を強化し、県内出身者
が入学者全体の半数を上回るよう県内志願者の確保に努
める。

エ　オープンキャンパスの一層の充実を図るため、参加
者アンケートによりニーズを確認し、開催時期やプログ
ラム全体の見直しを行う。

オ　大学ホームページや大学案内等による広報活動を強
化するとともに関係機関・団体との連携を図り、栄養の
プロフェッショナルを育成する本学の特色をアピールす
ることにより、優秀な学生の確保に努める。

カ　新学務システム導入の利点を活かし、各種入試情報
の一元的な整備とその活用を図り、志願者確保に努め
る。

キ　様々な志望動機や職業を持つ大学院志願者を幅広く
受け入れるため、情報収集を行い、大学院の学修環境の
改善を図る。
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(4) 学生支援の充実

①学修支援

ア　担任制を継続し、入学時から卒業時まで、卒業後
の進路選択も見据えたきめ細かな履修相談、履修指導
を行う。
　また、オフィスアワーや電子メールを利用した修学
支援も行う。

※オフィスアワー制度：各教員が学生からの学業や学校生
活全般に関する質問、相談等に応じる時間を設定し、研究
室等に待機する制度。

ア　１学年２人担任制を継続し、きめ細かな学修支援
を行うとともに、年２回の個人面談を実施することに
より、学年に応じた計画的な履修相談及び履修指導を
行う。

ア　新型コロナウイルス感染拡大の影響で前期授業が後ろ倒しに
なったことや遠隔授業を実施したことにより、前期に対面での個
人面談はできなかったが、後期は予定通り１～３年生の各学年に
おいて個別面談を実施し、学習指導や進路指導を丁寧に行った。

Ａ

イ　学長や理事等と学生との対話の場を年２回程度設
け、また、学生アンケートの実施により、学生の意見
を反映させたより望ましい学内教育環境を整備する。

イ　学生アンケートの実施のほか、法人の意思決定に
関わる理事等と学生代表が対話する機会を設け、学生
の率直な意見を反映しながら、教育環境の充実につな
げる。

イ　望ましい教育環境の整備のために「学生と理事等との懇談
会」を11月に、感染症対策の観点から初のオンライン会議形式で
実施した（理事等12名、学生９名が参加）。学内外の理事及び審
議会委員と両大学の学生の対話の機会を設け、学生の率直な意見
を収集した。学生からは新型コロナウイルス対応に関する意見が
多数述べられ、今後の教育環境の充実へつなげていくこととし
た。

Ａ

ウ　学生が自主的学習を積極的に行うことができるよ
う、教材の拡充や設備の充実を図る。

ウ　様々な機会を通して学生の要望を把握し、学生の
自主的学習を支援する教材の拡充や設備の充実を図
る。

ウ　学生からの要望を受け、自習室の自主的学習環境の整備を実
施した。Wi-Fiのアクセスポイントやノートパソコン、電源タップ
の増設、机にパーテーションの新設を行った。また、学内・学寮
内のパソコン等で遠隔授業を履修する学生向けに、自習室・学寮
にウェブカメラを計８台、栄養教育実習室にヘッドセットを24台
設置し、遠隔授業に必要な設備を整えた。

Ａ

エ　市内循環バス利用に対する助成や冬期間における
学寮・大学間の交通手段の確保支援を行うなど、通学
の利便性向上を図る。

エ　市内循環バス利用に対する助成を継続するととも
に、冬期間の学寮・大学間の交通手段の確保支援を通
して、学生の通学の利便性向上を図る。

エ　通学の利便性向上のため、市内循環バスに関する費用補助を
継続して行った。また、冬期間の学寮・大学間のバス運行につい
て、効果的な運航のため、講義日程に合わせた計画立案やバス会
社との調整、学生への通知等を行った。 Ａ

②生活支援

ア　全学的な学生支援を行うことに努め、学生相談等
メンタルヘルスに関する支援体制をさらに充実させる
とともに、看護師等との密接な連携を図り、総合的な
支援を行う。

ア　個人情報の取扱いに留意しながら、各相談窓口や
関係機関が可能な限り情報を共有し、特に、看護師や
カウンセラーと連携を強化することで、全学的な対応
と学生への適切な支援に努める。

ア　学生相談に係る情報共有の学内連携図を活用し、各相談機関
と関係機関で必要な情報を共有した。学生の同意を得た上で、カ
ウンセラーと看護師、関係する教職員が適切に連携し、障がい等
の支援につながった事例が２件あった。
　カウンセラーの勤務日には看護師とカウンセラーがコンサル
テーションを行い、学生への適切な支援について情報交換を実施
した。また、カウンセラーが相談室だよりを作成し、学内へ掲示
したほか、本学ホームページにも掲載し、相談しやすい環境整備
を行った。その結果、学生相談室の相談件数は63件となり、前年
比で1.75倍になった。

Ａ
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イ　学資等が十分でなく学生生活が困難な学生につい
ては、成績や家庭環境等を総合的に勘案し、一定の条
件のもと、授業料減免制度や奨学金制度を活用し支援
する。

イ　 高等教育の修学支援新制度を踏まえた本学の授業
料免除制度により、学資等の確保が困難な学生への支
援を行う。また、奨学金制度についての説明会や掲示
等を適切に行い、学生が奨学金を活用しやすい環境整
備に努める。

イ　遠隔授業の実施により、４月の授業料等免除説明会や奨学金
制度の説明会を対面形式ではなく、書類を郵送する形で実施し
た。学生が理解しやすいようにフローチャートを作成し、自身が
各制度に該当するか否かを確認しやすくなるよう工夫したほか、
学生や保護者から電話やメール等で手続き方法や経済状況に関す
る相談を受け、説明や助言を行った。対面での開催となった10月
の説明会でもスライド資料やイメージ図を用いて学生が理解しや
すい説明に努めた。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響で経済的に困窮してい
る学生に対し、学生支援緊急給付金制度を案内し、27名に支給し
た。さらに、大学法人と日本学生支援機構（JASSO）からの助成に
より全学生への図書カード配布を行ったり、教職員有志からの食
料提供を受けて帰省を自粛した学生への食料支援を実施したり
と、生活全般への支援を充実させた。

Ａ

ウ　課外活動や学園祭等の学生の自主的な活動を支援
するとともに、学生代表者や学寮入寮者と大学との意
見交換会を定期的に開催し、出された意見等を大学運
営に活用する。

ウ　担任やゼミ担当教員等による、学生の課外活動や
自主的な活動への支援を継続する。また、学生代表者
や学寮入寮者との定期的な意見交換会を実施し、学生
の要望を把握し、大学運営等に活用する。

ウ　新型コロナウイルス感染症の感染予防のため、課外活動の自
粛を呼びかけた。対面授業開始後は、感染予防策を講じることを
条件に活動再開を認める仕組みを構築し、各サークルが安全に活
動できるかどうかを担当教職員と学生自治会と連携して確認し
た。また、自治会総会や寮務寮生会議に担当教職員と学生部長が
出席し、学生への指導や情報交換を実施した。

Ａ

③キャリア支援

ア　学生が管理栄養士の役割を理解したうえで、進路
を自ら的確に見つけることができるよう、教育課程
内・外において、入学時から体系的できめ細かな取組
みと支援を行う。

ア　１～３年次生を対象とした「ＯＢ・ＯＧの話を聞
く会」の内容を拡充して開催するとともに、エンプロ
イメントアドバイザー(就職相談員)による学生の面談
を継続して実施する。
　また、学生の進路希望を達成するために、希望職種
に応じた対策ガイダンスや個別指導等を実施すること
で、学生のニーズに合わせたきめ細かな支援を実施す
る。

ア　今春本学を卒業して民間企業、行政、栄養教諭、病院に就職
した卒業生を講師に招いた「OB・OGの話を聞く会」を10月10日に
開催し、学生119名が参加した。また、初の試みとして栄養教諭の
卒業生による教員採用試験対策講座を同日実施し、学生23名が参
加した。事後のアンケートでは参加者全員が「参考になった」と
回答し、「実際に働いている人の話が聞けたことが参考になっ
た」「今すべきことが見えてきた」という意見が多数寄せられ
た。
　今年度から新たに、病院管理栄養士としての勤務経験を持つエ
ンプロイメントアドバイザーを採用し、学生との面談や履歴書の
添削、面接練習等を実施した。新型コロナウイルス感染症の影響
で大学に来られない学生の為に、メールでの相談やウェブでの面
接練習、学生向け文書の配信を実施した。特に就職活動中の４年
生や就職活動準備中の３年生に対する細やかな指導や、職業選択
に係る適切な助言が功を奏し、今年度は累計131件（令和３年２月
末現在）の相談対応を行い、昨年比で相談件数が17件増加した。

Ａ

イ　管理栄養士の国家試験合格率について、100％の合
格率を目指し、教材・模擬試験に関する情報提供、指
導助言及び休日における自習室の開放など、資格取得
に向けた各種の支援策を効果的に実施する。

イ　管理栄養士国家試験の合格率100％を目指し、４年
次に実施する業者模擬試験の成績分析及び指導・助言
のほか、試験対策関連書籍の購入等の対策を講ずる。
また、令和２年３月から適用された新しいガイドライ
ンの改定に対応すべく、４年次生を対象にした学外講
師による特別講座を設ける。

イ　試験対策問題集や参考資料の購入、休日の自習室の解放、模
擬試験の複数回実施、外部講師による研修会の開催等により、資
格取得に向けた学習支援の充実に努めた。模試の結果を教員で共
有し、模試の結果によって必要と考えられた学生に対し個別面談
を実施した。その結果、今年度の合格率は88.1％であった

Ｂ
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ウ　就職希望者の就職率100％を目指し、学生の円滑な
就職・進学活動を積極的に支援するために、就職説明
会の実施や学生への迅速な各種情報の提供など各種の
取組みを効果的に展開する。

ウ　学生の円滑な就職・進学活動を積極的に支援する
ため、昨年度に引き続き、次の取組みを実施する。
ⅰ　キャリア支援センターの公務員試験・教員採用試
験・就職支援関係書籍の充実を図る。
ⅱ　県内外の管理栄養士就職ターゲットとなる企業・
施設と情報交換を行う。

ウ　より学生のニーズに合った書籍を購入するため、３年生対象
に就職に関するアンケートを実施し、アンケートを基に学生の希
望職種に合わせた書籍の購入を実施した。書籍を栄養大自習室に
移動し、より学生が使用しやすいよう工夫した。
　また、３月５日にオンラインによる学内合同企業説明会を実施
し、過去最多の25社が参加した。県内外の企業と学生とのマッチ
ングの好機となり、学生・企業の双方から好意的な感想が多数寄
せられた。
　令和２年度卒業生就職希望者の就職率100％、大学院進学者の合
格率100％を達成した。

Ｓ

２　研究に関する目標を達成するための措置

(1) 研究活動の積極的な推進及び研究成果の発信

ア　行政や関係機関等と積極的に情報交換を行い、そ
れらの施策や動向、地域の課題等の把握に努めるとと
もに、学外との共同研究及び受託研究を推進する。

ア　行政機関からの相談受理や連携事業実施の機会等を活用し、
積極的な情報交換を行うことで地域の栄養と健康に関する課題等
の把握に努めた。
・相談受理：山形県関係２件、市町村関係１件
・連携事業：山形県関係３件、市町村関係３件
　また、本センターが配分する共同研究費を活用し、外部研究者
と共同で地域の課題解決を行う研究が４件、外部資金を受け入れ
ての受託研究は３件実施した。

Ａ

イ　科学研究費補助金等の採択に向けて、本学の資金
支援制度（戦略的研究推進費）を継続し教員の研究推
進を図るとともに、多くの教員が本制度を利用できる
よう、効果的な配分と周知に努める。

イ　本学の資金支援制度（戦略的研究推進費）を活用し、２件２
名の研究に助成を行うとともに、科学研究費補助金の採択につな
げられるよう、９月には「不採択と採択の境目」をテーマとした
外部資金獲得セミナーを開催し、教員の研究活動の促進に努め
た。

Ａ

ウ　学内の外部資金既得者や学外の有識者の協力を得
ながら、科学研究費補助金をはじめとする外部研究資
金の仕組みや申請等に関する研修会を開催する。

ウ　学外の有識者による外部資金獲得セミナーをオンライン形式
で９月に開催した。研修会の内容をいつでも視聴できるようにオ
ンデマンド配信を行っており、10月の科学研究費補助金をはじめ
とする外部研究資金獲得の促進に努めた。

Ａ

エ　地域連携・研究推進センター主催の公開講座の開
催や、同センター報告書の発行を通して、研究成果を
地域に還元する。
　また、教員の研究テーマや対応可能な公開講座の
テーマをホームページに掲載し、広く情報発信を行
う。

エ　地域連携・研究推進センターが主催する公開講座や地域連携
事業、共同研究については、その内容について取りまとめ、11月
に活動報告書第６号を発行した。県や市町村、県内の病院、大
学、管内の高等学校等に配布するとともに、ホームページでも公
開した。
　また、教員の研究成果が地域課題の解決に活用されるよう、各
教員の研究テーマや対応可能な公開講座のテーマをホームページ
に掲載し、広く情報発信している。
　さらに、本センターの役割も含めたガイドブックを３月に発行
し、関係機関に送付し広報活動している。

Ａ

イ　理事長等の判断により配分先を決定できる資金支援
制度により、個人研究の一層の推進に努める。

ウ　外部研究資金の助成制度の仕組みや申請方法につい
ての研修会を開催し、科学研究費補助金の申請件数につ
いて、全教員の８割以上の教員からの申請を目指す。

エ　本県が有する地域課題の解決につながる研究に積極
的に取り組むとともに、その研究成果が地域で有効に活
用されるよう、公開講座や論文寄稿等により公表する。

ア　地域住民の生活習慣の改善、健康の増進、食育の推
進及び地域食材の活用などの地域課題の解決に向け、栄
養学等の教育研究や関連する活動に積極的に取り組むと
ともに、地域連携・研究推進センターを中心に、外部と
の共同研究や受託研究を推進する。
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(2) 研究実施体制の整備

ア　優秀な業績の教員に対する表彰及び特別研究費の
交付を継続し、教員の研究に対するモチベーション向
上と研究活動の促進を図る。

ア　前年度の教員業績評価の結果は、評価書に評価者のコメント
を記載したうえで、学長が面接を行い直接本人に伝えるととも
に、成果や改善等について意見交換を行うことで、教員のモチ
ベーション向上に努めている。なお、前年度の評価においてＳ評
価を受けた者を対象に特別研究費を支給する仕組みを構築してい
るが、今年度の交付実績はなかった。

Ａ

イ　各種業務や委員会活動のほか、特に研究の実施に
関し、教員と事務職員の担当すべき業務を明確にする
ことにより、研究実施体制の強化につながるような業
務運営に努める。

イ　大学認証評価やコンプライアンス等の様々な課題に対応する
ため、ＳＤ・ＦＤ研修では、教員だけでなく関係職員も参加する
ことで、教職員全体で取組みの方向性について認識共有を図っ
た。また、学内の各種委員会に事務局職員も参加し、教員と事務
局職員が課題を共有しながら連携して各種事業を行うなどなど、
効果的かつ効率的な運営体制の構築に努めた。

Ａ

ウ　学外で実施される各種研修情報を教員に周知する
とともに、長期の学外研修制度の活用を促し、更なる
教育研究力の向上を図る。

ウ　翌年度のサバティカル研修制度の活用に向け、８月に制度の
周知を図った。

Ａ

３　地域貢献に関する目標を達成するための措置

(1) 地域で活躍する人材の輩出

ア　地域で活躍する人材の育成に資するよう、県内の
病院や福祉施設、保健所等と連携し、現場での実習を
伴う教育を実施する。また、実習をより効果的に実施
するため、実習先との意見交換等を通して現場の意見
を取り入れ、必要な見直しを行う。

ア　今年度のコロナ禍においては、７月～10月の実習を受け入れ
ていただいた病院19施設、保健所・保健センター11施設、高齢者
福祉施設18施設と実習担当教員の連携では、実習先の実習指導者
より要望があった学生への感染対策、実習方法など多くの時間を
費やして細かい連絡調整を行った。

Ａ

イ　栄養大及び管理栄養士に対する県民の理解をより
深めるために、講師派遣や大学説明会、臨地実習施設
訪問等の機会を利用して、その意義や社会的役割につ
いて周知を図る。

イ　今年度は、８件の出前講座および31件の講師派遣（出前講座
含む）、４件の高校への訪問（大学説明会を含む）、39件の臨地
実習施設訪問を行い、それらの機会を利用して、大学及び本学が
育成する人材についての理解促進を図った。 Ａ

ウ　教育研究の質の向上のために、海外への研修を含む
学外研修制度の整備を図る。

ア　県内各界において食を通じた健康づくりを担い、将
来的に広く活躍できる人材を輩出するため、県立病院を
はじめとする県内病院、福祉施設、保健所等との連携の
もと県内の現場に即した実習を検討する等教育課程の内
容を不断に検証し、必要な見直しを行う。

イ　栄養大及び育成する管理栄養士についての県民の理
解を深めるため、その意義、役割の周知を図るととも
に、行政・関係機関や企業と連携し、県内をはじめとし
て管理栄養士の活躍の場の拡充を図る。

ア　研究活動を適切に評価できるよう評価体制を充実さ
せ、優れた研究成果をあげた場合に、適正な評価による
優遇措置等を実施できる環境を構築する。

イ　教員と事務職員の担当すべき業務内容を点検し、役
割の明確化を図ることにより、教員が教育、研究及び学
内業務に専念でき、研究実施体制の強化につながる適正
な運営体制を構築する。
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(2) 教育研究成果の地域への還元

　県関係部局をはじめとする行政機関や他大学、企
業、関係機関等との情報交換に努めるとともに、それ
らと連携した健康や栄養に関する活動を通して地域貢
献を行う。

　相談受理や連携事業実施の機会等を活用し、行政機関をはじめ
教育・研究機関等と健康・栄養政策に関する国の動向、本県での
健康・栄養課題や取り組み状況等に関して、積極的に情報交換を
行った。
　山形県からは今年度から「減塩・ベジアッププロジェクト事
業」を受託しており、減塩及び野菜摂取量を増やすための啓発の
ためシールを開発し活用されている。米沢市からは適塩教室事業
を受託し、米沢市内の企業を対象として、適塩のアドバイスと取
り組みの効果測定を行ったほか、地元企業の社員および地域住民
へ向けて栄養情報の提供活動を行った。
　県民の健康づくり意識醸成を図るため、山形県及び関係機関が
連携して進めている「やまがた健康フェア」事業において、「健
康ガイドブック」の作成に取り組み、県内の家庭に広く配布され
た。
　企業や県栄養士会、自治体等と連携し行っている｢ＳＡＴシステ
ムによる栄養バランス診断｣による栄養指導については新型コロナ
ウイルス感染症のため開催が難しく、１件のみとなった（山形コ
ロニー：11月16日）。

Ａ

(3) 他大学との連携

　「大学コンソーシアムやまがた」の活動に参加する
とともに、県内大学の中でも特に、山形大学及び山形
県立保健医療大学との交流及び共同事業の実施によ
り、他大学との連携を推進する。

　「大学コンソーシアムやまがた」の活動に参画するとともに、
山形大学と連携して文部科学省補助事業であるダイバーシティ事
業の推進に積極的に取り組んだ。

Ａ

(4) 高等学校等との連携

　県内外の高校等で模擬授業や公開講座等を積極的に
行い、その授業等において健康増進に係る管理栄養士
の役割等を説明し、高校と連携して本学趣旨を理解し
た受験者の確保を図る。

県内高校にて模擬授業を４回実施したほか、出前講座を３回実施
した。これらの機会に、管理栄養士の役割を説明し、本学趣旨を
理解した受験者の確保を促進している。 Ａ

(5) 県民への学びの機会の提供

ア　「栄養」や「健康」に関する公開講座を開催する
とともに、その内容を記録した活動報告書を作成し、
広く県民に発信する。

ア　栄養や健康に関する本県の課題に応えるため、本学が主催し
て県民を対象に開催しているシリーズ公開講座は、新型コロナウ
イルス感染症対策のため回数を減らし、12月15日開催予定であっ
たが、山形県の新型コロナウイルス感染症の警戒レベル４となっ
たため、参加者への感染予防を最優先し急遽中止とした。
　昨年度の講座の概要は、11月に発行した地域連携・研究推進セ
ンターの活動報告書の中でも紹介するとともに、ホームページで
も公開し、広く県民に発信した。

Ａ

　地域連携・研究推進センターの活動等を通じ、自らあ
るいは受託による健康・栄養関連調査や改善策提案、市
町村における健康運動の普及、地域の企業や各種団体と
の健康・栄養に関する共同活動など、行政、他の教育機
関、研究機関、県内企業等と連携して地域貢献を行う。

　｢大学コンソーシアムやまがた｣の活動に積極的に参画
するとともに、県立保健医療大学をはじめ県内他大学と
教職員や学生の交流等を通じて実効性のある連携を図
る。

　高校生等の健康や栄養に関する学習意欲の喚起や進路
選択に資するため、本学教員による出前講義等を行うな
ど、県内高等学校との連携を推進する。

ア　本県を取り巻く｢栄養｣と｢健康｣の課題を踏まえた適
切なテーマを設定した公開講座を県内で毎年度開催す
る。
　また、実施した公開講座については年度ごとに報告書
として記録し、資料として県民が活用できるよう整備す
る。
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イ　本学の卒業生や県内の栄養関係者を対象とするリ
カレント講座を開講し、地域の栄養関係者の資質向上
に寄与する。

イ　地域の栄養関係者の資質向上を目指し、山形県栄養士との共
催で、本学の卒業生および県内の栄養関係者を対象としたリカレ
ント講座は、今年度は新型コロナウイルス感染症感染予防の観点
から、オンデマンド配信（10月27日～11月末まで）で実施し、受
講者は12名、再生回数は36回であった。
・タイトル：「遺伝情報発現の最終段階としてのたんぱく質合
成」

Ａ

４　国際交流に関する目標を達成するための措置

ア　国際的な視野を持ち活躍できる人材を育成するた
め、山形大学と共同で実施した文部科学省補助事業
「大学の世界展開力強化事業」の報告会開催のほか、
専門科目や教養科目においても海外の栄養改善活動等
を学ぶなど、学生が海外の情報に触れる機会を設け
る。

ア　文部科学省補助事業「大学の世界展開力強化事業」の報告を
遠隔で行った。更に、事務局長が米沢市国際交流協会の理事を務
めており、地域の国際交流活動に関する情報収集に努めるととも
に、情報があった際は学内に掲示し、学生の自主的な活動を促し
た。
　しかし、海外での栄養改善事業を学ぶ機会を１年次の「基礎ゼ
ミ」で企画したが、新型コロナウイルス感染症の影響により中止
した。
　また、新型コロナウイルス感染症も踏まえた、今後の国際交流
のあり方を、共生社会や多様性の観点なども含めて検討した。

Ａ

イ　本学教員の海外における研究活動を支援して海外
情報の収集に努めるとともに、必要に応じてその情報
を学内で共有し、教育研究に活用する。

イ　国際化に対応した教育研究を推進するために、長期学外研修
制度等により、教員の海外での研究活動を奨励しているものの、
今年度はコロナ禍にあり、海外での研究活動は実施できなかった
が、公衆栄養学のゲストスピーカーとして、海外での活動経験を
有する管理栄養士を招聘し、海外情報の収集に努めた。

Ａ

ア　地域の国際交流活動への積極的な参加などを通じ、国際
感覚のある学生の育成に努める。

イ　本学教員の国際学会への出席の支援などを通じ、海外の
情報収集に努め、その成果を教育研究に活用する。

イ　県内の栄養関係者を対象として、本学教員を講師と
した研修会の開催や、外部講師を招へいして実施する特
別講義を開放するなど、地域の栄養関係者の資質向上に
寄与する研修会の開催などの取組みを毎年度行う。
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【大項目別評価】 

小項目別評価の結果 

評 価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個 数 ４ 46 １ ０ 51 

割 合 7.8％ 90.2％ 2.0％ 0.0％ 100.0％ 

大項目評価（進捗状況） 

 

小項目別評価は、１項目でＢ評価となっているものの、４項目でＳ評価、46項目でＡ評価となっており、全体として中期目標・中期計画の達成に向け

て順調に進んでいると認められる。 

学部教育及び大学院教育とも教育研究上の理念を踏まえ、少人数教育の利点を活かして教育目標を着実に遂行した。また、各種委員会を中心に、教育

研究や学生の確保、学生支援、地域貢献等に関する課題を把握し、それらの解消に主体的かつ積極的に取り組んだところである。 

令和２年度は、学生指導・支援の一層の充実を図るため学務システムの利便性を大きく向上させた。学生の確保について、志願者倍率が目標を上回っ

て達成したほか、「主体性評価」を中心とした入試制度を構築した。就職支援について、就職率100％（就職内定率は４年連続で100％）を達成した点に

おいて、年度計画を上回る取組みが実施された。 

また、管理栄養士国家試験の合格率について、様々な対策や支援を実施したものの目標を下回った点において、年度計画を十分には実施されなかっ

た。 
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大項目 第２の２ 山形県立米沢女子短期大学の教育研究等の質の向上に関する目標 

  

中期目標 

１ 教育に関する目標を達成するための措置 

（１）教育の内容及び成果 

大学の伝統により培われた「学生と教員の距離が近い顔の見える教育」、創意工夫しながら築き上げていく「手づくりの少人数教

育」を行うとともに、育成すべき人材像を全ての教員が共有し全学的な教育を展開することにより、教養と実学を身に付け、課題探求

能力とコミュニケーション能力を持った人材を育成する。 

（２）教育実施体制の充実 

① 教員の配置 

教育研究の進歩や時代の動向、地域や学生のニーズに柔軟に対応した教育を実施するため、適切な教員の配置を図る。 

② 教育環境 

学生に良好な環境で質の高い教育を提供するため、施設設備、資料等の計画的な整備及び長期的な視点に立った維持管理により、

教育環境の向上を図る。  

（３）学生の確保 

大学の特色、求める学生像、その他入学者の選抜に関する情報を積極的に発信し、県内出身者をはじめとする志願者の確保を図ると

ともに、適切な入学者選抜を行い、大学が求める資質と能力を有する優秀な学生の確保を図る。 

（４）学生支援の充実 

① 学修支援 

学生が意欲と目的を持って学修に取り組めるよう、学生一人ひとりの学修目的及び習熟度に応じた学修支援の充実を図る。 

② 生活支援 

学生が心身ともに充実した大学生活を送ることができるよう、生活全般に対する支援の充実を図る。 

③ キャリア支援 

学生が就職、編入学等、進路についての希望を実現できるよう、早い段階から社会的・職業的自立に向けた体系的なキャリア教育

を展開するとともに、学生個々に応じた進路指導の充実を図る。 

２ 研究に関する目標を達成するための措置 

（１）研究活動の積極的な推進及び研究成果の発信 

各学科の専門分野の研究をさらに深め、学内外との共同研究、地域の課題解決に資する研究等を推進するとともに、その研究成果が

地域で有効に活用されるよう、積極的に情報を発信する。 

（２）研究実施体制の充実 

研究活動を促進するため、教員の研究成果に対する適正な評価を行い、その評価結果を活用する仕組みを構築するなど、研究実施体

制の充実を図る。 

３ 地域貢献に関する目標を達成するための措置 

（１）地域で活躍する人材の輩出 

地域が求める人材像を把握し、教育課程やキャリア支援に反映させることにより、地域で活躍する人材の輩出に努める。 
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（２）教育研究成果の地域への還元 

生活文化研究所の活動等を通じ、行政、他の教育機関、研究機関、県内企業等と連携し、地域の活性化のための取組みを推進するな

ど、教育研究の成果を地域に還元する。 

（３）他大学との連携 

大学の有する知的資源のより効果的な活用及び情報発信を図るため、大学コンソーシアムやまがたへの積極的な参画等、他大学との

連携を推進する。 

（４）高等学校等との連携 

高校生等の学習意欲の喚起や進路選択に資するため、県内高等学校等との連携を推進する。 

（５）県民への学びの機会の提供 

公開講座の開催等、地域のニーズに合わせ広く学びの機会を提供する。 

４ 国際交流に関する目標を達成するための措置 

国際的な視野を持ち活躍できる人材を育成するため、海外の情報の収集を積極的に行い、その成果の活用や、海外の教育機関等との交

流を通じ、国際化に対応した教育研究を展開する。 
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第２期 中期計画 令和２年度 年度計画 令和２年度 業務実績 自己評価

第２の２　山形県立米沢女子短期大学の教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　教育に関する目標を達成するための措置

(1) 教育の内容及び成果

ア　令和元年度に導入した教養キャリア科目につい
て、その内容の確認を行うとともに、地域や学生が求
める人材像を育成する教育の実現に向け、教養科目の
見直しを検討する。

ア　令和元年度に導入した教養キャリア科目のうち、本年度は１
年生の「キャリア実践講座」では約150名、１、２年生の「ライ
フ・キャリアデザイン」では約130名、「現代社会とキャリア」で
は約110名の学生が、社会人として活躍するために必要な知識やス
キルなどを学んだ。時間割は科目の少ない時限に配置したり集中
講義を実施するなど、より多くの学生が履修しやすい工夫を行っ
た。
　教養教育科目等の見直しの検討について、学生部長をキャップ
とする作業部会を設置し検討を開始する予定であったが、新型コ
ロナウイルス感染症対策に注力する必要があったため、次年度か
ら設置（開催）することとした。

Ａ

イ　引き続き他大学単位互換科目や既取得単位認定科
目において、履修状況の確認、現状把握を行い、改善
の有無を検討する。
　また、同一法人である栄養大との単位互換科目の拡
大の可能性について検討する。

イ　他大学との単位互換については、新型コロナウイルスの感染
リスクの軽減、本学学生の遠隔授業環境の優先等の観点から、前
期・後期ともに中止した。
　既修得単位認定については、本学国語国文学科を卒業し日本史
学科に再入学した学生１名に関して調査を行い、申請により15科
目29単位の認定を行った。
　各種検定試験合格者に係る単位認定については、申請があった
20名に関して審査を行い、３科目62単位の認定を行った。
　栄養大との単位互換科目は、本年度より１科目「特別支援教育
論」を増やし、栄養大の教職志望学生9名とともに、短大の教職志
望学生26名が履修した。

Ａ

ウ　授業評価アンケート等を活用して、学生の主体的
学修の取組み状況を確認しながら、より効果的な学修
の実現のために、シラバス記載の改善及び充実を図
る。

ウ　本年度は新型コロナウイルス感染症対策のため授業開講を６
月に延期したが、シラバスは４月上旬に学生の自宅等に郵送した
ため、例年より受講科目の選択はしやすかったと思われる。
　遠隔授業を取り入れたことにより、ほとんどの科目についてシ
ラバスの修正を行い、マイクロソフトのTeamsを活用して担当教員
がより丁寧な説明を行った。

Ａ

エ　授業評価アンケートを前期及び後期に実施し、学
生の授業に対する意見や要望等を把握するとともに、
それを次期の授業に活用させる。

エ　前期の授業評価アンケートを８月から９月にかけて、後期に
おいては１月から２月にかけて実施した。アンケート結果は、各
教員に配布するとともに、学内のホームページで評定を公開して
いる（学生を含めた学内関係者のみ閲覧可能）。また、各教員に
は、該当授業におけるアンケートの評定値ならびに自由記載欄の
精査と今後の授業への反映を依頼した。
　さらに、学内教員による授業改善の事例紹介を行い、学内で情
報共有を図った。

Ａ

　学科における教育の成果として、全教員の共有認識のもと教養教育と専門教育の融合を図り、教養と実学をバランスよく身に付け、課題探求能力とコミュニケーション能力を持った学生を育
成し輩出するため、教育に関する諸分野において以下に掲げる計画を着実に実行する。

ア　時代の変化に伴う多様な学生のニーズに対応するた
め、全学科において、教養教育科目及び専門教育科目の
再検討を行うなど、教育課程を｢山形県立米沢女子短期大
学の理念と目的・目標｣に掲げる教育目標の達成に向けて
体系的に編成する。

イ　他大学との単位互換や本学入学前に他大学で取得し
た単位のうち、本学の履修単位として認定できるものは
認定するなど、柔軟な単位制度の拡充を図る。

ウ　学生が授業に主体的に参加し授業内容を深く理解で
きるよう、対話・討論等、双方向的な授業形態を一層発
展させるとともに、実習・演習の拡充など少人数教育の
利点を活かした学習指導により高い教育効果を得ること
ができるよう、教育方法の改善を図る。

エ　これまでも実施している学生による｢授業評価アン
ケート｣や研修会等のＦＤ活動を一層充実させ、授業内容
や学習指導方法の改善に向けた取組みを行う。

-27-



第２期 中期計画 令和２年度 年度計画 令和２年度 業務実績 自己評価

オ　外部評価機関による大学認証評価を受審し、その
評価結果を公表するとともに、指摘事項に対しては、
担当委員会が中心となって問題点を整理し改善に努め
る。

オ　公益財団法人大学基準協会による短期大学認証評価を受審し
た。本学で作成した「点検・評価報告書」による書面審査と２日
間（10月２日～３日）に渡るオンライン実地調査が実施され、３
月に同協会の短期大学基準に「適合」していると認定を得た。
　また、「点検・評価報告書」及び「短期大学認証評価結果」に
ついて本学ホームページで公表している。
　なお、評価結果については学内で問題点の共有を行った。

Ａ

カ　高等教育の修学支援新制度に適合した、厳格かつ
適正な成績評価及び単位認定について、継続して実施
する。

カ　学修の評価は、山形県立米沢女子短期大学履修規程に基づ
き、試験及び平常の成績等を総合して、特優、優、良、可及び不
可で表し、特優、優、良及び可を合格として単位を認定し、各科
目の評価の方法についてはシラバスで学生に周知している。
　また、客観的な指標の設定・公表の観点から、成績評価につい
てＧＰＡ値及び成績順位を学生に公表し、成績評価異議申立てに
関する細則を定め、学生の問い合わせに対応できるようにしてい
るが、本年度は異議申し立て等はなかった。
　卒業判定においては、学生一人一人の既修得単位を丁寧に確認
した。併せて、単位不足により卒業要件を満たさなかった学生に
ついて情報を共有し、次年度の必要な履修科目について検証を
行った。

Ａ

キ　新学務システムを活用した履修・成績等管理によ
り、学生指導・支援の一層の充実を図るとともに、学
生や教員等の要望をもとにシステムの改善を検討す
る。

キ　本年度は新型コロナウイルス感染症対策のため遠隔授業を取
り入れ、学外から学務システムにアクセスし履修登録やシラバス
修正を行う必要が生じたことから、学外からのアクセスに対応す
るためサーバーＯＳの更新を実施した。その後、セキュリティを
強化するため、従来のユーザーＩＤとパスワードの入力に加え、
アクセスの都度自動で生成されるワンタイムパスワードの入力項
目を追加することにより、第三者のなりすましによるログインを
防止する対策を講じた。
　学生は学外から履修登録を行ったり成績閲覧が可能となったこ
とにより、学務システムの利便性は格段に向上した。

Ｓ

(2) 教育実施体制の充実

①教員の配置

ア　教育効果を最大限に発現できるよう、教員の資質
や適性、学科の人員数等を踏まえた適切な教員配置を
行う。

ア　米短大の教育研究のあり方の検討状況を勘案しな
がら、引き続き大学全体として適切な教員配置を行
う。

ア　今年度末退職者の状況等を踏まえ、大学全体として教育効果
が最大限に発揮できるよう、新たに３名の教員（国語国文学科１
名、社会情報学科２名）採用に向けた手続きを進めた。
　教育研究のあり方の検討状況も踏まえながら、今後とも各教員
の専門領域や資質・適正を考慮し、効果的な教育を実現できる教
員の配置を行うことを中期計画策定のプロセスの中で位置付け
た。

Ａ

イ　社会のニーズに合致した幅広い講義科目を開講
し、教育内容を充実させるため、必要に応じて外部有
識者を効果的に活用する。

イ　地域で活躍する方々を講師とする「総合教養講
座」を継続して開催し、外部有識者の積極的な活用を
図るとともに、学生や社会のニーズに対応できるよ
う、授業終了後にアンケートを実施し、その結果を内
容及び講師の選定に活用する。

イ　10月から１月にかけて総合教養講座を開講し、15回に渡る講
座全てにおいて外部有識者を招聘した。また、授業終了後に実施
したアンケートについて、今年度はマイクロソフトFormsを活用し
てウェブ上で実施するとともに、学生の興味・関心がある分野を
測定できるよう、設問内容を見直した。アンケート結果は、来年
度の講師選定や講座内容の決定に活用していく。

Ａ

オ　教育に係る外部評価などの指摘に対して、具体的か
つ早急に改善を図るとともに、その指摘に係る問題点を
組織的に整理し、恒常的に教育課程や教育内容の向上に
つなげる。

カ　学生の成績評価や単位認定、進級・卒業判定につい
て、より公正かつ適正に判断できるよう継続的に検証す
る。

キ　新学務システムにより一元的に履修、成績等を管理
し、それらを効果的に活用した履修指導など、きめの細
かい学生指導・支援の一層の充実を図る。
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②教育環境

ア　学生が自由に意見を述べるために設置する｢意見
箱｣に寄せられた学生の意見を活かすなど、学生の視点
に立った教育環境の検証及び改善の取組みを進める。

ア　教育環境等に関する学生の意見を聴取するため
に、｢学生の声｣アンケートを前期及び後期の計２回実
施する。学生の意見や要望は、自己評価改善・ＳＤＦ
Ｄ委員会と担当委員会が協力し、環境改善の取組みに
つなげる。

ア　｢学生の声｣アンケートを８月及び11月に実施し、いずれも19
件の投書があった。また、常設のメールによる意見が７件あり、
計45件の意見が学生から寄せられた（特に、今年度は新型コロナ
ウイルス感染症に伴う遠隔授業等について意見が寄せられた）。
それら意見や要望の全てに対して回答を行うとともに、その内容
を学内及びホームページに掲示した。

Ａ

イ　教育研究機能の充実、学生活動の支援に資するた
め、施設設備の現況調査を実施し、長期的な視点に
立った老朽施設や設備の整備及び改修を計画的に行
う。

イ　学生アンケートの意見や事務局窓口への要望等を
参考にしながら、整備や改修が必要な施設・設備を再
確認するとともに、適宜改修等を行っていく。

イ　前期開講の遅れにより、盛夏の時期に講義を実施することと
なったため、視聴覚室に冷房設備を新設した。また、学生から新
型コロナウイルスの感染拡大への不安の声が寄せられたため、食
堂へのパーテーション・学内への手指消毒用アルコール・ウエッ
トティッシュを設置し、感染予防策を徹底した。さらに、後期学
生の声アンケートで要望があったため、A302教室にブラインドを
設置した。

Ａ

ウ　講義や実験実習が円滑かつ効果的に行うことがで
きるよう、情報機器、視聴覚機器、実験実習用備品等
の適切な維持・管理に努めるとともに、計画的な整備
及び更新を進める。

ウ　講義や実習を効果的に行うことができるよう、視
聴覚機器に関する定期的な点検を行うとともに、情報
機器や実習用備品等の整備に努める。

ウ　新たにC201・C202教室に２教室同時に映像や音声を流す視聴
覚機器を設置した。また、A208教室のモニターを更新し、より見
やすい大きなモニターを設置した。定期的な点検として、視聴覚
機器に関する動作確認等の点検を保守業者に依頼し、毎月１回点
検を実施して適切な維持・管理に努めた。

Ａ

エ　図書館について、電子書籍の活用も含めた収蔵図
書やレファレンス資料の充実及び他の図書館との連携
強化による機能の充実を図り、教職員が利用しやすい
環境整備を進めるほか、土曜日の開館を継続するとと
もに、開館時間や開館日について、不断に検証を行い
必要に応じて改善を図る。

エ　電子書籍を含めた収蔵書籍の充実、ほかの図書館
と連携した相互貸借、土曜日開館、４月講義期間及び
前期補講試験期間の開館時間延長を継続し、学生及び
教員の利便性向上を図る。
　また、図書館内の環境整備については、アンケート
等を実施して利用者の意見や要望を集約し、随時検討
のうえ、必要に応じて対応する。

エ　新型コロナウイルス感染症対策として、図書館の利用を以下
のとおり対応した。また、７月からの対面授業開始に合わせ、土
曜日開館を７月４日から開始、平日の開館時間延長を７月６日か
ら開始し、利便性の向上を図った。
①４月６日から学外者の利用中止
②４月20日から６月１日まで休館。学内者の文献複写やレファレ
ンスサービスをメールで対応した。学生の貸出期限を７月31日ま
で延長した。
③６月２日から８月３日まで学内者のみ利用再開。ただし、閲覧
席を１階のみとし通常の半分を利用可とした。パソコンは各階１
台のみ利用可とし、コピー機の利用は中止とした。データベース
や電子書籍について、一部学外からのアクセスで対応した。
④８月４日から学外者の利用再開
　図書の購入については、７月から順次開始し、３月末で671冊を
登録した。電子ジャーナル及び洋雑誌は19種を購入契約し、電子
書籍は12タイトルを購入した。また、栄養大並びに米短大の図書
館情報委員会を合同で開催し、課題を共有した。
　図書館の環境整備を図るため、利用者の声を、①意見箱の設置
（今年度意見なし）、②学外者利用者向けアンケート（８月から
11月）、③「学生の声ノート」の設置により集約している。所蔵
してほしい図書や空調についての要望があり、図書については学
生希望図書の申込みの案内で対応した。また、空調については、
適正な室温となるよう毎日確認している。

Ａ
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(3) 学生の確保

ア　県内出身者をはじめとする志願者の確保に向け、
イ～キの方策に取り組み、次の入試形態ごとの目標を
達成するよう努める。
　・一般入試
　　　志願者倍率　３.５倍
　・学校長推薦入試
　　　志願者倍率　１.０倍
　・自己推薦入試
　　　志願者倍率　１.３倍
　・ＡＯ入試
　　　志願者倍率　１.５倍
　また、アドミッション・ポリシーをより反映した入
試にするため、前年度の入試の結果を踏まえ、各学科
の入試内容(入試形態・募集人員・面接及び試験問題の
内容等)の見直しを行う。

ア　県内出身者をはじめとする志願者の確保に向け、イからキの
取組みを行った結果、入試形態ごとの志願者倍率は下記のとおり
であった。
　・一般選抜【旧一般入試】
　　　志願者倍率　２.４倍
　・学校推薦型選抜【旧学校長推薦入試】
　　　志願者倍率　０.９倍
　・総合型選抜（自己推薦）【旧自己推薦入試】
　　　志願者倍率　０.８倍
　・総合型選抜（ＡＯ）【旧ＡＯ入試】
　　　志願者倍率　１.６倍
　全体の志願者倍率は１.５倍で、昨年度の２.１倍から減少し
た。入試形態ごとにみると総合型選抜（ＡＯ）は目標倍率を達成
したが、それ以外は下回った。今年度は、大学入学共通テストや
新型コロナウイルス感染症など例年にない要素が絡んだ入学者選
抜であったので、志願者減少の分析を行い、次年度の入試広報に
活かしていくこととした。
　また、アドミッション・ポリシーをより的確に実現するため
に、令和２年度（令和元年度実施）の入試結果を踏まえた検討の
結果、令和３年度（令和２年度実施）の入試に関しては、国語国
文学科について、本学科での積極的な学習意欲が高い者が志願す
る総合型選抜（ＡＯ）〔ＡＯ入試から名称変更〕の定員を５名増
やし、その分を総合型選抜（自己推薦）〔自己推薦入試から名称
変更〕から減らす見直しを行った。

Ｂ

イ　入試状況や入学予定者調査等の分析をもとにし
て、志願者確保のための効果的な広報活動を展開す
る。

イ　今年度の新入生アンケートの分析結果から、「本学を知った
手段」は、「高校の先生から」という回答が昨年度に引き続き最
も多かった。このことから、高校（教員）への大学情報の提供が
重要と考え、新型コロナウイルス感染症の影響で高校訪問ができ
ない状況を踏まえ、これまでの入学・志願等の実績がある高校323
校に大学・入試情報資料を送付した。
　また、大学入学共通テストの結果による進路選択時に本学を検
討していただくことを目的に、高校341校へ募集要項等の資料を送
付した。この他、大学に足を運べない方に対してオンラインを活
用した個別相談を実施した。

Ａ

ア　年度計画において入試形態ごとの志願者倍率の目標
を設定し、大学のアドミッション・ポリシーに合致した
学生を確保する。

イ　入試状況や入学者の追跡調査結果等の分析ととも
に、志願者確保のための広報活動について不断に検証を
行い、その充実を図る。
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ウ　前年度に実施した入試の結果を踏まえながら、県
内志願者の増加につながるよう、以下の方策を実施す
る。
ⅰ　県内高校の進路担当教員等を対象とした大学説明
会を開催する。
ⅱ　訪問を実施する教員に高校側への説明事項を周知
徹底したうえで、積極的に高校訪問を実施する。ま
た、学校長推薦入試後も、主に県内高校を対象とした
訪問を必要に応じて実施する。
ⅲ　学生特使の実施時期及び人数配分を各学科の進路
の実情に応じて検討し、適切に実施する。

ウ
ⅰ　例年実施している高等学校進路担当教員を対象とした大学説
明会が新型コロナウイルス感染症の影響で開催できなかったた
め、７月28日に栄養大と合同で県内57校に大学・入試情報資料を
送付し、本学のＰＲを行った。資料では、進路担当教員が分かり
易いように入試改革等に伴う前年度入試からの変更点について取
り上げ、丁寧な情報提供に努めた。
ⅱ　同じく例年実施している高校訪問も新型コロナウイルス感染
症の影響で実施できなかったため、これまでの入学・志願等の実
績高校323校に対し、本学の特色、入試の変更点・内容、修学費等
の資料送付を行った。
ⅲ　学生特使は新型コロナウイルス感染症の影響に鑑み、今年度
の実施を中止することとした。
ⅳ　入試委員を中心に、高等学校の大学説明会や模擬授業に４
件、進学業者主催の進学相談会に対面参加１件、夢ナビライブに
オンライン参加１件、この他資料参加24件を行った。

Ａ

エ　オープンキャンパスの開催にあたり、前年度の実
施状況、参加者アンケートの結果及び参加人数を踏ま
え、開催時期及び実施内容について検討を行い、参加
者にとって参加しやすく、本学の特色をより効果的に
伝えられる内容に改善する。

エ　新型コロナウイルス感染症の影響により、当初予定していた
７月の開催を延期し、８月29日と９月６日に開催した。イベント
の縮小、１学科のみの参加制限、高校生が対面開催を敬遠したこ
となどから、参加者数は計316名であった（昨年度572名）。検
温、マスク着用、手指消毒に加え、３密を避けるために高校生と
保護者を別教室に分け、視聴覚機器を用いて挨拶・説明の同時中
継を行うなど、感染症対策に細心の注意を払いながらも丁寧に実
施した結果、参加者アンケートでは各行事とも、例年どおりの高
い満足度を得ることができた。
　また、オープンキャンパスに来場できなかった高校生に向けた
ウェブオープンキャンパスを12月から２月の約２ヶ月間開催し、
学科紹介・入試説明、保護者説明及び各大学施設紹介動画の総再
生回数は1,911回であった。また、LINEを用いた個別質問対応も実
施した。

Ａ

オ　入試情報・大学情報のより効果的な提供方法とし
て、重要な情報発信媒体であるホームページのほか、
ＳＮＳを積極的に活用し、本学の総合短期大学として
の特色や入試及びオープンキャンパスの情報を分かり
やすく伝える。

オ
ⅰ　各入学者選抜の出願やオープンキャンパスの参加申込につい
て、本学ホームページ上で大きく事前告知をし、受験生に早期に
分かり易くアピールした。また、本学ホームページに本学が参加
する進路説明会等の日程を掲載し、積極的な情報発信に努めた。
ⅱ　LINEを使って入試概要、オープンキャンパス、入学者選抜に
おける新型コロナウイルス感染症対策等の入試情報を11回発信し
た。また、進学相談会や大学見学等で本学のLINEを紹介し、登録
を促した結果、登録者数が716名に増加した（前年度末より140名
増）。
ⅲ　10月の総合型選抜（ＡＯ）及び11月の学校推薦型選抜の志願
者層（東北、新潟、北関東の短大文系志望者等）に本学の情報を
記載したウェブダイレクトメールを1,000通配信した。また、１月
に総合型選抜（自己推薦）及び一般選抜の志願者層に1,000通配信
した。この他、本学への入学実績を有する高校等323校への入試日
程ポスターの発送や、本学をＰＲするノベルティグッズ（トート
バック）の配布（オープンキャンパスや進学相談会等での機会）
を行うなど、様々な情報提供媒体を活用している。

Ａ

ウ　県内を中心とした高校訪問や説明会の開催などを実
施するとともに高等学校との連携を強化し、県内からの
志願者の確保に努め、その志願者数については、現行の
水準である200名を上回るよう努める。

エ　オープンキャンパスの一層の充実を図るため、参加
者アンケートによりニーズを確認し、開催時期やプログ
ラム全体の見直しを行う。

オ　学科紹介動画の作成等により大学ホームページを充
実させるとともに大学案内等による広報活動を強化する
ことにより、全国有数の総合短期大学である本学の特色
をアピールし、優秀な学生の確保に努める。
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カ　より多くの志願者確保のため、前年度に実施した
入試の結果を踏まえ、入試内容等(入試形態・募集人
員・出願資格、出願方式、入試会場)について検討す
る。
　このほか、文部科学省による令和３年度入学者選抜
実施要項の見直しに伴う本学入試制度の変更点につい
て、各高校に適時・適切に周知する。また、制度変更
による入試形態ごとの志願者数の増減や評価方法を事
後検証し、適正な入試の実施に努める。

カ　前年度実施した入試の結果を踏まえ、国語国文学科の総合型
選抜（ＡＯ）及び総合型選抜（自己推薦）の募集人員の変更を
行った。一般選抜の入試会場については、仙台会場及び鶴岡会場
での試験実施は志願者確保に有用であるため、今年度実施の入試
についても、引き続き行うこととした。
　また、文部科学省による令和３年度入学者選抜実施要項の見直
しに伴う変更点について、令和３年度入試の概要を７月30日に本
学ホームページで公表し周知を図っている。また、新型コロナウ
イルス感染症の影響による志願者の受験機会の確保の観点から、
本学では追試験や振替試験の対応を行うこととし、８月７日に公
表した。あわせて、感染症対策に関する情報を随時更新するな
ど、志願者に適切に周知している。
　この他、２月13日に発生した福島県沖地震の影響で受験するこ
とが困難な受験者に対して、追試験を設け受験機会を確保した
（実際に１名が受験）。

Ａ

キ　新学務システムを利用し、引き続き志願者確保に
向けたデータの作成及び入試情報管理を行う。

キ　効果的に入試情報を発信するために、新学務システムを利用
して入試形態を問わず在学生及び志願者が多い高校を選出し、そ
れらの高校に対し重点的に資料送付などの広報活動を実施した。
また、令和３年度入学者選抜（令和２年度実施）の志願者減少の
分析に活用した。

Ａ

(4) 学生支援の充実

①学修支援

ア　担任制を継続し、入学時から卒業時まで、卒業後
の進路選択も見据えたきめ細かな履修相談、履修指導
を行う。
　また、オフィスアワーや電子メールを利用した修学
支援も継続して行う。

ア　担任制によるきめ細かな指導のほか、全教員がオ
フィスアワーの設定や電子メールによる相談受付を行
うとともに、その相談窓口の連絡先等を学生に明示
し、学修について学生がいつでも相談できる体制の整
備に努める。

ア　今年度も引き続き全学科で担任制を継続し、きめ細やかな指
導に務めた。また、『学生生活の手引』に「担任への相談」、
「ゼミ教員への相談」、「教員への相談（オフィスアワー）」、
全教員のメールアドレスを掲載して相談窓口を学生に周知し、学
生が学修に関していつでも相談できる体制を維持した。
　特に遠隔授業実施期間中は、学科担任や教務委員等がガイダン
ス資料を作成し、遠隔授業に関わる詳細な情報をウェブ会議シス
テムにアップすることで、遠隔授業等への学生の不安を解消する
よう努めた。また、学科担任や学科助手、事務局が相談の窓口と
なり、SNSや電話等で学生からの相談に随時回答を行った。さら
に、全学生向けの大学公式LINEを新設し、相談窓口の案内や学生
から寄せられた質問への回答を行った。

Ａ

イ　学長や理事等と学生との対話の場を年２回程度設
け、また、学生アンケートの実施により、学生の意見
を反映させたより望ましい学内教育環境を整備する。

イ　学生アンケートの実施のほか、法人の意思決定に
関わる理事等と学生代表が対話する機会を設け、学生
の率直な意見を反映しながら、教育環境の充実につな
げる。

イ　望ましい教育環境の整備のために「学生と理事等との懇談
会」を11月に実施した（理事等12名、学生９名が参加）。学内外
の理事及び審議会委員と両大学の学生の対話の機会を設け、学生
の率直な意見を収集した。今年度は感染症対策の観点から初のオ
ンライン会議形式で開催した。学生からは新型コロナウイルス対
応に関する意見が多数述べられ、今後の教育環境の充実へつなげ
ていくこととした。

Ａ

カ　より多くの優秀な志願者・入学者を確保するため、
出願方式のさらなる改善を図り、入試形態についても多
角的に検討し、不断に改善を行う。
　また、学科間の志願者の偏りを是正するための方策に
ついての検討を行う。

キ　新学務システム導入の利点を活かし、各種入試情報
の一元的な整備とその活用を図り、志願者確保に努め
る。
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ウ　学生が自主的学習を積極的に行うことができるよ
う、合同研究室などの自学自習施設や設備の充実を図
る。

ウ　各学科合同研究室や自習室等の利用者拡充に向
け、必要な設備の充実や適切な運用を行う。

ウ　利用者拡充のため、社会情報学科のラーニング・コモンズに
資格取得関係の問題集を設置した。また、遠隔授業期間中にパソ
コンや通信環境がない学生に対し、パソコンやウェブカメラ、ポ
ケットWi-Fi等の貸し出しを行い、自宅等での学習を支援した。学
内・学寮内のパソコン等で遠隔授業を履修する学生向けに、情報
処理演習室と学寮パソコン室に計８台のウェブカメラを設置し、
遠隔授業に必要な設備を整えた。

Ａ

エ　障がいのある学生、社会人、留学生、科目等履修
生といった、多様な学生のニーズに応える履修サポー
ト制度の充実を図る。

エ　障がいのある学生を支援するため、教職員が障害
を理解する機会を設けるとともに、ノートテイカーの
活用や学生との定期的な面談を通して、学生のニーズ
に応えた支援を行う。また、留学生に対しては、必要
に応じてチューター制度による支援を行う。
　そのほか、多様な学修ニーズに対応した教育とし
て、社会人学生や科目等履修生制度について大学の
ホームページを活用し周知に努める。

エ　障がいのある学生への支援として、関係する教職員が連携
し、授業でのレジュメ配布等の履修支援や定期的な面談、試験や
レポートの助言等を行った。また、遠隔授業期間の講義動画への
字幕挿入と有志学生によるパソコンテイクの支援を実施した。パ
ソコンテイクでは山形大学の支援学生や教職員の協力を得て、県
内で初めて２大学合同でオンラインによる支援を実施した。
　聴覚障がい学生への理解を深めるための講習会を実施し、教職
員17名と支援を行う学生28名が参加した。また、学内施設では食
堂入口への自動ドアの設置、学生昇降口のドアの改修を行い、バ
リアフリー環境の整備を実施した。
　なお、新型コロナウイルス感染症の感染拡大を受け、社会人学
生・科目等履修生の受け入れは中止した。

Ｓ

オ　市内循環バス利用に対する助成や冬期間における
学寮・大学間の交通手段の確保支援を行うなど、通学
の利便性向上を図る。

オ　引き続き市内循環バス利用者に対する助成、並び
に冬期間における学寮・大学間のバス運行に向けた支
援を行い、通学の利便性向上を図る。

オ　通学の利便性向上のため、市内循環バスに関する費用補助を
継続して行った。また、冬期間における学寮・大学間での通学バ
スの運行について、効果的な運行のため、講義日程に合わせた計
画立案やバス会社との調整、学生への通知等を行った。

Ａ

②生活支援

ア　全学的な学生支援を行うことに努め、学生相談等
メンタルヘルスに関する支援体制をさらに充実させる
とともに、看護師等との密接な連携を図り、総合的な
支援を行う。

ア　個人情報の取扱いに留意しながら、各相談窓口や
関係機関が可能な限り情報を共有し、特に、看護師や
カウンセラーと連携を強化することで、全学的な対応
と学生への適切な支援に努める。

ア　学生相談に係る情報共有の学内連携図を活用し、各相談機関
と関係機関で必要な情報を共有した。カウンセラーの勤務日には
看護師とカウンセラーがコンサルテーションを行い、学生への適
切な支援について情報交換を実施した。
　また、カウンセラーが相談室だよりを作成し、学内へ掲示した
ほか、本学ホームページにも掲載し、相談しやすい環境整備を
行った。その結果、学生相談室の相談件数は63件となり、前年比
で1.75倍になった。

Ａ

イ　学資等が十分でなく学生生活が困難な学生につい
ては、成績や家庭環境等を総合的に勘案し、一定の条
件のもと、授業料減免制度や奨学金制度を活用し支援
する。

イ　高等教育の修学支援新制度を踏まえた本学の授業
料免除制度により、学資等の確保が困難な学生への支
援を行う。また、奨学金制度についての説明会や掲示
等を適切に行い、学生が奨学金を活用しやすい環境整
備に努める。

イ　授業料免除や奨学金制度の説明会を書類を郵送する形で実施
した。学生が理解しやすいようにフローチャートを作成し、自身
が各制度に該当するか否かを確認しやすくなるよう工夫した。
　また、新型コロナの影響で経済的に困窮している学生に対し、
学生支援緊急給付金制度を案内し、104名に支給した。さらに、大
学法人と日本学生支援機構（JASSO）からの助成により全学生への
図書カード配布を行ったり、教職員有志からの食料提供を受けて
帰省を自粛した学生への食料支援を実施したりと、生活全般への
支援を充実させた。

Ａ
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ウ　課外活動や学園祭等の学生の自主的な活動を支援
するとともに、学生自治会や学寮入寮者と大学との意
見交換会を定期的に開催し、出された意見等を大学運
営に活用する。

ウ　大学自治会や各サークル、学寮の活動を支援する
ため、学生との意見交換会を定期的に開催するととも
に、担当教職員が連携し、適切な助言を行う。

ウ　新型コロナウイルス感染症の感染拡大予防のため、サークル
活動の自粛を呼びかけた。対面授業開始後は、感染予防策を講じ
ることを条件に活動再開を認める仕組みを構築し、各サークルが
安全に活動できるかどうかを担当教職員と学生自治会と連携して
確認した。
　また、自治会総会や寮務寮生会議に担当教職員と学生部長が出
席し、学生への指導や情報交換を実施した。

Ａ

③キャリア支援

ア　就職・編入学等、学生が希望する進路を自らの力
によって開拓できるよう、キャリア支援センターの施
設拡充を含めた利用機能の一層の充実を図るととも
に、本学への入学希望者増加につながる総合的なキャ
リア支援策について不断に検証し、着実に実施する。

ア　キャリア形成のための各種講座の実施や学生相談
へのきめ細かな対応、学生への適時の進路情報提供、
キャリア支援センターの体制整備等により、総合的な
キャリア支援を展開する。
　また、キャリア支援センターに配置したキャリアコ
ンサルタントの効果的な活用を通じて、キャリア支援
の充実を図る。

ア　キャリア支援センター職員を増員し、よりきめの細かい学生
対応が実施できる体制を整備した。
　年度当初は、新型コロナウイルス感染症の影響で通常授業が行
われない状況の中、早急にメールやウェブなどによるキャリア支
援体制を整備し、遠隔授業開始に先んじて５月下旬から順次ウェ
ブ上で講座を実施した。
　各種講座の開催案内や新着の求人情報などについては、従来の
掲示による周知に加え、学科グループラインやマイクロソフト
Teamsを積極的に活用し、適時の情報提供に努めた。
　新型コロナウイルス感染症の影響により、面接訓練など外部講
師による対面・演習型の講座については、前期を中心に一部が実
施できなかった。
　一方、ウェブ開催の実績やノウハウを積み上げた結果、夏以降
は新型コロナウイルス感染症を理由に予定していた講座を中止す
ることがなく実施でき、２月からのオンライン授業化という急な
方針転換にも対応できた。また、対面形式の講座を録画してウェ
ブ上で公開することや、講座のオンライン開催を徹底して行うこ
とで、講座を欠席した学生や就職活動等で遠隔地に滞在する学生
がウェブ上で受講したり、復習できる環境を整えるなど、受講環
境を格段に向上した。
　前年度から配置したキャリアコンサルタントについても、ウェ
ブによる対応を導入し、学生の使い勝手や情報へのアクセス性向
上を図った。

Ａ
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イ　就職希望者の就職率100％を目指し、学生相談の充
実、求人情報の積極的な提供、公務員講座をはじめと
する各種講座の年間30回程度の開設、インターンシッ
プ制度の充実、各種資格取得への支援などを継続して
実施する。

イ　就職希望者の就職率向上を目指し、就職に役立つ
各種講座、キャリアコンサルタントの配置、効果的な
企業訪問、学内企業説明会の開催のほか、学外の企業
説明会やインターンシップへの参加、各種資格試験受
験に対する支援を継続して実施する。
　また、労働・雇用関係者やＯＧと協力した学生への
情報提供や就職活動支援等について検証し、その充実
を図る。

イ　就職率向上に向けて、キャリアコンサルタントによる遠隔・
対面での学生相談、キャリア支援センター職員を面接官役とした
面接練習、進路相談会、学内合同企業説明会、インターンシッ
プ、公務員勉強会などを実施したほか、外部講師や民間の就職支
援企業によるセミナーを複数開催した。また、例年２年生向けの
就職支援講座がなくなる後期にも、追加的にセミナーを実施し、
就職先が決まらない学生に対する支援を強化した。
　さらに、公共職業安定所職員によるハローワーク活用講座やＯ
Ｇを招いての内定体験報告会など、労働関係当局やＯＧと協力し
た支援活動も行った。
　一方、学外の企業説明会が軒並み新型コロナウイルス感染症の
影響で中止となり、例年説明会の機会に行ってきた企業訪問は実
施できなかった。
　資格試験受験に対する支援では、TOEIC、日商PC検定、ITパス
ポート、日商簿記検定、ピアヘルパー試験を対象に引き続き受験
料の一部補助を実施したが、新型コロナウイルス感染症の影響で
試験そのものが中止になるなど、補助制度の利用者は減少した。
　インターンシップについても、新型コロナウイルス感染症を理
由に受入れを断られたケースもあり、キャリア支援センターを介
しての参加者は減少した。

Ａ

ウ　編入学希望者の編入学率100％を目指し、小論文添
削指導、面接訓練、模擬問題の学習、編入学対策講座
の開催などの支援策を継続して実施する。

ウ　編入学希望者の合格率向上を目指し、編入学状況
の変化に対応した各種講座の開催、情報提供、支援体
制の整備のほか、編入学英語・小論文指導を行う指導
員の配置を継続する。

ウ　編入学指導員による指導について、これまでは週２日体制と
してきたが、学生ニーズの高い小論文担当の指導員による指導に
ついて、繁忙期の７～11月を週３日体制とし、指導の拡充・充実
させることで合格率の向上を図った。
　また、新型コロナウイルス感染症の影響で編入学試験をオンラ
イン実施に変更した大学が複数あったため、その対応に向けた相
談・助言を行ったほか、機材や通信環境の整わない学生に大学の
機材を貸し出すなどの支援を行った。

Ａ

エ　新学務システムの活用により、学生への一層充実
した就職・編入学情報の提供を行うとともに、教員と
キャリア支援センターが一体となったよりきめ細かな
支援体制を構築する。

エ　就職活動支援システムを活用し、学生及び教職員
に就職・編入学情報の提供を行うとともに、学生の進
路希望等の情報、特に編入学受験状況をタイムリーに
収集することで、状況に合わせたきめ細かな支援を実
現する。

エ　学生に対して１年次の10月及び２年次の４月にガイダンスを
行い、システムへの進路希望登録を指示している。また、随時進
路希望の変更登録を行わせることで、学生の最新の進路希望を把
握し、学生一人一人の状況にあわせた支援に活用している。
　さらに、マイクロソフトFormsなどを活用することで、これまで
紙で実施していた比較的複雑で設問の多いアンケートをオンライ
ンで実施することができるようになり、集計の効率化とフィード
バックの迅速化につながった。

Ａ

２　研究に関する目標を達成するための措置

(1) 研究活動の積極的な推進及び研究成果の発信

ア　科学研究費補助金等の採択に向けて、本学の資金
支援制度（戦略的研究推進費）を継続し教員の研究推
進を図るとともに、多くの教員が本制度を利用できる
よう、効果的な配分と周知に努める。

ア　本学の資金支援制度（戦略的研究推進費）を活用し、１件１
名の研究に助成を行うとともに、科学研究費補助金の採択につな
げられるよう、９月には「不採択と採択の境目」をテーマとした
外部資金獲得セミナーを開催し、教員の研究活動の促進を図っ
た。

Ａ

ア　本学の専門領域の多様性を踏まえて、理事長等の判
断により配分先を決定できる資金支援制度により、個人
研究の一層の推進に努める。

-35-



第２期 中期計画 令和２年度 年度計画 令和２年度 業務実績 自己評価

イ　学内の外部資金既得者や学外の有識者の協力を得
ながら、科学研究費補助金をはじめとする外部研究資
金の仕組みや申請等に関する研修会を開催する。

イ　学外の有識者による外部資金獲得セミナーをオンライン形式
で９月に開催した。研修会の内容をいつでも視聴できるようにオ
ンデマンド配信を行っており、10月の科学研究費補助金をはじめ
とする外部研究資金獲得の促進に努めた。

Ａ

ウ　教員の研究成果に関する広報活動として、昨年度
施行した機関リポジトリ運用指針に従い、大学紀要及
び生活文化研究報告書のほか、学内で刊行されている
学術誌についても積極的に社会に発信していく。

ウ　教員の研究成果や専門領域の発信のため、本学が刊行する紀
要並びに生活文化研究所報告の学術機関リポジトリへの公開を継
続している。また、学内発行の学術誌『米澤國語國文』及び『米
沢史学』について申請に応じて公開している。３月末現在登録件
数は486件である。

Ａ

エ　生活文化研究所を中心に、県民や社会に貢献する
地域課題に密着した研究を推進し、研究成果の地域へ
の発信を行う。

エ　昨年度実施した４件の共同研究について、９月23日に成果報
告会を行った。また、研究終了後は生活文化研究所で発刊してい
る報告書への掲載を行った。大学ホームページでも公開し、研究
成果の地域への発信を行っている。今年度は、キャリア教育、地
域史料調査、大学図書館のレファレンスブックの活用に関する研
究等、地域の研究者と本学教員が共同で行う地域に密着した研究
３件に対し、支援を行った。

Ａ

(2) 研究実施体制の整備

ア　優秀な業績の教員に対する表彰及び特別研究費の
交付を継続し、教員の研究に対するモチベーション向
上と研究活動の促進を図る。

ア　前年度の評価においてＳ評価を受けた者を対象に特別研究費
を支給する仕組みを構築しているが、今年度は、Ｓ評価を受けた
５名の教員の中から、特に優れた業績の教員２名に対し、特別研
究費の交付を行った。昨年度に引き続き、若手の教員を交付対象
とすることにより、若手教員の研究に対するモチベーション向上
にもつながっている。

Ａ

イ　良質な教育を保証するために不可欠な研究活動を
支える施設、設備、備品等について、定期的に調査を
行うとともに、必要に応じて整備を行う。

イ　今年度は通常の施設等のメンテナンスに加え、新型コロナウ
イルス感染症予防のためのアルコール消毒液・マスク・シールド
などの備品の充実に努めている。また視聴覚室に冷房用の設備・
備品を拡充して、熱中症予防対策にも努めた。

Ａ

ウ　各種業務や委員会活動のほか、特に研究の実施に
関し、教員と事務職員の担当すべき業務を明確にする
ことにより、研究実施体制の強化につながるような業
務運営に努める。

イ　大学認証評価やコンプライアンス等の様々な課題に対応する
ため、ＳＤＦＤ研修では、教員だけでなく関係職員も参加するこ
とで、教職員全体で取組みの方向性について認識共有を図った。
また、学内の各種委員会に事務局職員も参加し、教員と事務局職
員が課題を共有しながら連携して各種事業を行うなどなど、効果
的かつ効率的な運営体制の構築に努めた。

Ａ

エ　地域の生活文化向上を目的とした地域貢献とし
て、生活文化研究所が主体となって本学教員の研究
テーマや研究成果を県民に周知し、大学が有する知見
を学外から利用しやすい環境を整える。

エ　昨年度改訂した「よねたんマル得活用ブック」の冊子を県内
市町村、高等学校、置賜地域の小中学校、図書館に配布するとと
もに「教員の主な研究テーマ」及び「出前講座テーマ一覧」を米
短大のホームページにも掲載し、積極的に情報発信を行ってい
る。講師派遣件数は17件だった。

Ａ

オ　学外で実施される各種研修情報を教員に周知する
とともに、長期の学外研修制度の活用を促し、更なる
教育研究力の向上を図る。

オ　翌年度のサバティカル研修制度の活用に向け、８月に制度の
周知を図った。

Ａ

イ　外部研究資金の助成制度の仕組みや申請方法につい
ての研修会を開催し、科学研究費補助金の申請につなげ
る。

ウ　教員の研究成果に関する広報活動を徹底するととも
に、インターネット上での研究者登録などにより、教員
一人ひとりの専門領域についての情報を地域のみならず
広く社会に発信する。

エ　本県の地域課題の解決につながる研究に積極的に取
組み、その成果を論文寄稿等により公表する。

ア　研究活動を適切に評価できるよう評価体制を充実さ
せ、優れた研究成果をあげた場合に、適正な評価による
優遇措置等を実施できる環境を構築する。

イ　研究活動に必要な施設や設備、備品について定期的
な点検調査を実施し、計画的な整備及び改修を実施す
る。

ウ　教員と事務職員の担当すべき業務内容を点検し、役
割の明確化を図ることにより、教員が教育、研究及び学
内業務に専念でき、研究実施体制の強化につながる適正
な運営体制を構築する。

エ　生活文化研究所について、その活動内容及び名称を
検証し、その位置付けを明確にしたうえで、地域連携・
研究推進センターとの役割分担も含めて機能の拡充を図
る。

オ　教育研究の質の向上のために、特に若手教員に対す
る長期学外研修制度を引き続き実施するとともに、不断
に検証を行い、必要に応じて改善を行う。
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３　地域貢献に関する目標を達成するための措置

(1) 地域で活躍する人材の輩出

　本学に対する地域の人材ニーズを把握するため、
様々な機会を捉え情報収集を行うとともに、必要に応
じてアンケート調査等を実施する。
　また、これらの情報を教員・学生に提供し、就職指
導や就職活動に活かすことで、卒業生の活躍の場の拡
充に努める。

　地域のニーズを把握するため、県置賜総合支庁主催の協議会に
出席し、地域の経済団体の声を傾聴した。
　また、学内合同企業説明会に参加した企業に対し、学生に求め
る資質や能力についてアンケート調査を実施し、人材ニーズの把
握に努めた。アンケートの結果から、「コミュニケーション能
力」や「明るさ」を重視する企業が多いことが分かっており、調
査結果を学生指導に活かせるよう教授会等を通じて全教職員と情
報共有した。
　卒業生の活躍の場の拡充に向けては、学生から地元企業に目を
向けてもらうため、米沢商工会議所の協力のもと、地元企業に就
職したＯＧとのオンライン座談会を開催した。

Ａ

(2) 教育研究成果の地域への還元

　生活文化研究所の活動を中心として、県内の行政・
教育機関や企業、有識者等との共同研究を推進すると
ともに、その研究成果を還元し、地域貢献を進める。

　令和元年度実施した４件の共同研究について、９月23日に成果
報告会を行った。また、研究終了後は生活文化研究所で発刊して
いる報告書への掲載を行った。大学ホームページでも公開し、研
究成果の地域への発信を行っている。今年度は、キャリア教育、
地域史料調査、大学図書館のレファレンスブックの活用に関する
研究等、地域の研究者と本学教員が共同で行う地域に密着した研
究３件に対し、支援を行った。

Ａ

(3) 他大学との連携

　｢大学コンソーシアムやまがた｣及び「米沢市学園都
市推進協議会」の活動に積極的に参画し、特に、近接
する栄養大及び山形大学（工学部）との連携を推進し
ていく。

　「大学コンソーシアムやまがた」に継続して参画している。今
年度は新型コロナウイルスの影響により、オンライン授業が必須
となったが、今後、基盤共通教育科目等可能な科目について、他
大学と連携し実施できないか検討している。
　また、学園都市推進協議会に学長が顧問として、副学長が事業
の企画立案等を行う委員として参画し、入試・就職関係の情報交
換を実施するとともに、学生情報誌の発行や３大学合同企業説明
会の開催（ウェブ開催）等について、連携して実施した。

Ａ

(4) 高等学校等との連携

　地域の高校との連携協定に基づいた受講生の受け入
れや、県内高校等への出前講座の実施により、地域教
育への貢献を行う。また、連携のあり方を模索するた
めに、高校訪問等の機会を利用して、大学と高校の実
情等について積極的に情報交換を行う。

　今年度は新型コロナウィルス感染症対策のため、連携協定に基
づく高校生受講の受け入れは行わなかった。また同様の理由で高
校訪問も実施しなかったため、高校教員との十分な意見交換をす
ることはできなかった。しかし、高校より依頼があった出前講座
等については、新型コロナウィルス感染症の状況や対応等に配慮
しながら、本学教員を下記の高校に講師として派遣し、地域教育
への貢献を行った。
　・酒田西高校（模擬講義）
　・米沢東高校（図書館読書会）
　・高畠高校（模擬講義）
　・新庄神室産業高校（職員研修会）

Ａ

　県内企業や商工会議所等との意見交換会や本学卒業生
の受入先を中心とした企業への状況調査を行うなど、地
域からの本学に対する人材ニーズを把握し教育課程や
キャリア支援に反映させるとともに、行政・関係機関や
企業と連携し、県内をはじめとして卒業生の活躍の場の
拡充に努める。

　生活文化研究所を中心に、本学の多様な教育研究活動
及びその成果を活用し、県内の行政や教育機関をはじめ
とする関係団体、企業及び有識者と連携して地域貢献を
行う。

　｢大学コンソーシアムやまがた｣の活動に積極的に参画
するとともに、県内他大学と教職員や学生の交流等を通
じて実効性のある連携を図る。

　高校と連携して相互のカリキュラムの調整や高校での
生活状況の情報交換など、より進んだ高大連携のあり方
を検討する。
　また、高校生への本学教員による出前講義等を通じ、
地域教育への貢献を行う。
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(5) 県民への学びの機会の提供

　地域のニーズに即した公開講座や講師派遣を実施
し、地域住民や児童生徒に対して「学び」の機会を提
供する。また、新しい生涯学習の機会として、「授業
の開放」の実施について検討を行う。

　今年度の公開講座は、マンガ、小学校英語、大正・昭和の文
学、特別支援教育の４講座を計11回実施し、延べ249名の受講が
あった。「授業の開放」の実施については、新型コロナウイルス
感染症の影響により受け入れを令和３年度からと判断した。

Ａ

４　国際交流に関する目標を達成するための措置

ア　令和元年から実施した「異文化理解実習」につい
て、その内容及び実施方法等の検証を行う。

ア　新型コロナウイルスの世界的な感染拡大の収束が見通せない
ことから、教務委員会で異文化理解実習の実施の可否について検
討を重ねた結果、感染症は学校保険保障対象外のため学生の健康
や金銭的負担を担保することができない等と判断し、本学の新型
コロナウイルス対策委員会に実習中止を提案、本年度と次年度の
実習を中止することが了承された。
　また次年度については、年度当初に実習中止を学生に周知する
ため、シラバスに掲載することとした。

Ａ

イ　学生の国際感覚の涵養のため、「米沢市国際交流
協会」や山形大学（工学部）と連携して情報と機会を
提供し、地域の国際交流活動への学生の参加を促進す
る。

イ　事務局長が米沢市国際交流協会の理事を務めており、地域の
国際交流活動に関する情報収集に努めるとともに、情報があった
際は学内に掲示し、学生の自主的な活動を促した。

Ａ

ウ　国際化に対応した教育研究を推進するため、本学
教員の国際学会への出席や海外での研究活動を支援す
る。

ウ　国際化に対応した教育研究を推進するために、長期学外研修
制度等により、教員の海外での研究活動を奨励した。 Ａ

イ　地域の国際交流活動への積極的な参加などを通じ、国際
感覚のある学生の育成に努める。

ウ　本学教員の国際学会への出席の支援などを通じ、海外の
情報収集に努め、その成果を教育研究に活用する。

　開かれた高等教育機関として、地域のニーズに即した
公開講座等を年10回程度実施するなど、生涯学習の機会
を提供する。

ア　｢海外語学実習｣をより充実させ、姉妹大学等との交流を
一層推進する。
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【大項目別評価】 

小項目別評価の結果 

評 価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個 数 ２ 46 １ ０ 49 

割 合 4.1％ 93.9％ 2.0％ 0.0％ 100.0％ 

大項目評価（進捗状況） 

小項目別評価は、１項目でＢ評価となっているものの、２項目でＳ評価、46項目でＡ評価となっており、全体として中期目標・中期計画の達成に向け

て順調に進んでいると認められる。 

各学科とも教育研究上の理念を踏まえ、教職員の綿密な連携体制のもと教育目標を着実に遂行した。また、学科会や委員会を中心に、教育研究や学生

の確保、学生支援、地域貢献等に関する課題を把握し、それらの解消に主体的かつ積極的に取り組んだところである。 

令和２年度は、学生指導・支援の一層の充実を図るため学務システムの利便性を大きく向上させた。障がいのある学生への支援として、遠隔授業期間

の講義動画への字幕挿入やパソコンテイクによる支援や食堂入口への自動ドアの設置等を行った点等において、年度計画を上回る取組みが実施された。 

また、学生の確保について、入試形態ごとの志願者倍率が総合型選抜（ＡＯ）を除き目標を下回った点において、年度計画を十分には実施されなかっ

た。 
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大項目 第３ 業務運営の改善及び効率化に関する目標 

  

中期目標 

１ 運営体制の改善に関する目標を達成するための措置 

２つの大学を一体的にかつ円滑に運営できるよう、理事長のリーダーシップのもと、ガバナンス体制を明確にし、機動的、効率的な運

営体制にするとともに、学外の有識者及び専門家を積極的に任用し幅広い意見を求め、開かれた大学運営を図る。 

２ 教育研究組織の改善に関する目標を達成するための措置 

教育研究の進歩や、社会の変化及び地域のニーズに的確に対応した優れた教育研究を実施するため、教育研究組織の継続的な点検、見

直しを進める。特に、山形県立米沢女子短期大学においては、これまでの教育研究の成果や公立大学としての特長を活かしつつ、教育研

究機能の在り方について、県と連携しながら検討を行う。 

３ 人事の適正化に関する目標を達成するための措置 

（１）人材の確保 

大学の教育研究の活性化を図るため、公立大学法人の特長を活かした人事制度を構築し、教育研究の質の向上に資する優れた教員を

継続的に確保するとともに、専門性の高い大学の業務に精通した職員を確保、育成する。 

（２）業績評価制度の構築 

教員組織の活性化、教育研究の質の向上を図るため、教育活動、研究活動、地域貢献等多様な分野の業績を評価する制度を早期に導

入し、その評価結果を処遇に反映させる仕組みを構築する。 

４ 事務等の効率化、合理化に関する目標を達成するための措置 

法人の事務の効率的、合理的な執行のため、事務処理の簡素化、外部委託の活用を含めた事務組織及び業務の継続的な見直しを進め

る。 
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第３　業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　運営体制の改善に関する目標を達成するための措置

ア　新しい理事長のリーダーシップのもと、機動的・
効率的な法人及び大学運営が行われるよう、法人役員
等による定期的な会議を通して各理事及び管理職が情
報を共有し、理事長を補佐する執行体制の強化に努め
る。

ア　法人役員会議のほか、本年度はその構成員が重なる新型コロ
ナ対策委員会や中期計画推進委員会の開催を通して、理事及び管
理職の情報共有を図った。 Ａ

イ　より効果的な運営体制の構築を目指し、委員会等
の学内組織について、法人役員会議で検証を行い、必
要に応じて見直しを行う。

イ　各委員会の業務執行に際し、１法人２大学運営の特性上、両
大学で共通する課題もあることから連携を十分図るとともに、自
己評価改善・ＳＤＦＤ委員会や図書館情報委員会では案件によっ
ては合同で委員会を開催する等、効率的な運営に努めている。
　特に今年度は、県内における新型コロナウイルス感染症の感染
拡大を受けて、両大学の教員を構成員とする新型コロナウイルス
感染症対策委員会を４月に設置し、これまで10回の開催により、
学内での感染予防等必要な対応を迅速に決定した。

Ａ

ウ　幅広い意見を大学運営に反映できるよう、理事や
審議会委員の改選にあたっては、学外有識者や専門家
を積極的に登用する。

ウ　令和２年度は、外部の理事や審議会委員のうち６名が改選と
なったが、他の大学関係者４名のほか、各種団体の役員に就いて
いる２名を登用し、多様な意見を反映できる体制を整えた。 Ａ

２　教育研究組織の改善に関する目標を達成するための措置

ア　学外有識者による外部資金獲得に資する研修会を
開催する。また、外部資金獲得を目指した研究を奨励
するために、学長裁量費を活用し、教育研究の組織的
取組みを強化する。

ア　学外の有識者による外部資金獲得セミナーをオンライン形式
で９月に開催した。研修会の内容をいつでも視聴できるようにオ
ンデマンド配信を行っており、欠席者や繰り返し視聴に対応して
いる。

Ａ

イ　米短大の教育・研究のあり方やあるべき姿につい
て、地域のニーズを的確に把握しつつ、校舎や学寮・
図書館の老朽化への対応も含め、県とも緊密に連携し
ながら引き続き検討を行う。

イ　第３期中期計画の策定にあたり、第２期中期計画期間中に実
施した教育研究機能の在り方の検討結果も踏まえつつ、引き続き
長期的な視点から、県と連携した検討を行うことと整理した。 Ａ

３　人事の適正化に関する目標を達成するための措置

(1) 人材の確保

ア　両大学の人事に関する規程に基づき、適切に教員
の採用及び昇任を行う。
　また、男女共同参画や女性の職業生活における活躍
の推進の観点から、米沢栄養大学における文部科学省
の補助事業（ダイバーシティ研究環境実現イニシア
ティブ（連携型））を活用し、女性研究者の育成及び
支援に努める。

ア　教育研究の質の維持・向上のため、人事に関する規程等に基
づき研究実績を精査し、職員の採用及び昇任を行った。人事の透
明性と公平性を担保するため、役員会、教授会に加え、外部委員
が所属する審議会における審議を行い、職員の採用及び昇任の手
続きを進めた。
　なお、栄養大の今年度末退職者の後任については、男女共同参
画及びダイバーシティの視点に立った教育・研究・就業環境の整
備を促進するため、女性限定公募としたほか、米短大でも、女性
優先公募を実施した。
　また、女性教員の育成を図るため、研究支援員の配置や外部資
金獲得セミナー、女性研究者による研究成果発表会を実施し、研
究力の向上に努めた。

Ａ

ア　機動的、効率的な法人・大学運営のため、ガバナンス改
革を着実に推進し、理事長・学長がリーダーシップを発揮で
きるよう各理事・管理職がその担当分野において理事長・学
長を補佐する執行体制を強化する。

イ　１法人２大学運営方式のメリットを発揮するため、委員
会等学内組織について不断に検証し、その機能向上への取組
みを進める。

ウ　透明性を確保し開かれた大学運営を推進するため、学外
有識者や専門家の理事や審議会委員への積極的な登用を図
る。

ア　教育研究体制の改善・充実を図るため、外部有識者から
の助言を求めるとともに、外部資金獲得や運営費交付金の活
用などを通じて優れた教育研究を実施するための組織的取組
みを強化する。

イ　長期的な視点から、地域のニーズに対応した米沢女子短
期大学の教育研究のあり方について、外部有識者等の意見を
聴取しながら、県と連携した検討を行う。

ア　教育研究の質の向上及び大学業務運営の改善に向
け、その透明性・公平性が担保された全学的、長期的視
点に立った水準の高い専門性を有する多彩な人材の採用
及び昇任のあり方を検討し、その仕組みづくりを行う。
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第２期 中期計画 令和２年度 年度計画 令和２年度 業務実績 自己評価

イ　教員の教育・研究力の向上を目指した研修会を実
施するとともに、他大学や他機関が実施する研修会の
情報について全教員に周知し、積極的な活用を促す。

イ　栄養大においては、管理栄養士養成課程を有する他大学２校
とオンライン会議形式の合同授業改善ワークショップを１月に実
施した。特にコロナ渦における実習についての有意義な情報交換
を行うことができた。米短大は、学内教員による「授業改善の実
施事例」の共有を行う授業改善ワークショップを10月に実施し
た。また「大学コンソーシアムやまがた」や「ＦＤネットワーク
つばさ」をはじめ、他機関が実施する教育・研究力向上に関する
研修会の情報は、学内に向けて情報提供することで積極的な活用
を促した。

Ａ

ウ　法人採用事務職員の学外研修受講を奨励するとと
もに、自主的な研修活動を支援し、大学特有の業務実
施に資する専門性の向上を図る。併せて、キャリア形
成のための配置換えについても配慮していく。

ウ　大学運営の専門性を高めるために、理事長裁量費を配分し、
担当業務以外のテーマであっても希望する研修会への参加を認め
ているほか、大学運営に必要な見識を養うための図書購入経費を
助成した。
　また、30年度から実施している法人採用事務職員の自主的な勉
強会への参加を奨励しており、本学の財務状況や著作権、高等教
育の修学支援新制度、教職協働などをテーマに、これまで22回実
施した。

Ａ

(2) 業績評価制度の構築

ア　両大学とも、教員業績評価を適正に実施してくと
ともに、業績結果を処遇に反映させるための優秀者表
彰制度及び特別研究費の交付について、継続して実施
する。

ア　教員業績評価は両大学において適正に実施されており、組織
目標を達成するための制度として定着してきている。
　栄養大では前年度の教員業績評価でＳ評価がなかったため、今
年度は特別研究費の交付はなかったが、学長が教員全員と面談
し、直接本人に評価結果を伝達するとともに、成果や改善等につ
いて意見交換を行うことで、教員のモチベーションの向上を図っ
た。
　米短大では、前年度の教員業績評価でＳ評価を受けた教員が５
名おり、その中から、特に優れた業績の教員２名を対象に、特別
研究費を交付を行った。

Ａ

イ　事務職員の人事評価に関し、令和元年度に実施し
たアンケート調査結果を踏まえ、より効果的な制度と
すべく検証するとともに、評価結果の処遇等への反映
の仕組みについて検討する。

イ　事務職員の人事評価は、平成26年度開始以降、対象者を順次
拡大し、令和２年度においても全職員を対象に適正に実施した。
評価者による面談を実施し、目標達成に向けた意識付けや業務の
進捗状況の確認を行ったところであり、組織目標を達成するため
の制度として定着してきている。

Ａ

イ　教員の教育・研究力等の強化を目指し、法人内研修
に加え、他機関実施研修を積極的に活用しながら、研修
制度の保証及び充実を図る。

ウ　事務職員について、設立団体派遣職員から法人採用
職員への計画的な切替えを図り、法人の特性にあった専
門性、継続性に配慮した人材の確保・育成に努める。

ア　栄養大においては、開学時から試行している教員の
業績評価について、教育活動、研究活動等一定分野ごと
適正に評価する仕組みを検討、試行のうえ、適切な業績
評価制度を早期に構築し、併せてその評価結果を教員の
処遇に反映させる仕組みを構築する。
　米沢女子短期大学においても、処遇への反映を含めた
適切な業績評価制度を早期に構築する。

イ　一部事務局職員において平成26年度から試行してい
る人事評価については、本格的に実施するとともに、適
正に評価する仕組みを不断に検証し、適切な評価制度を
構築する。

-42-



第２期 中期計画 令和２年度 年度計画 令和２年度 業務実績 自己評価

４　事務等の効率化・合理化に関する目標を達成するための措置

ア　学生募集、教務就職支援等の大学特有の事務処理
について、可能な限りマニュアル化を推進し、この活
用及びマニュアルの改善により、業務の効率化を進め
る。

ア　今年度から情報保障（パソコンノートテイク）を希望する障
がいのある学生が円滑に単位取得できるよう、障がい者の受入れ
マニュアル「障がいのある学生への支援ガイドブック」を改善・
活用し、関係する教職員、学生が一体となって支援する体制を整
備した。
　また、自然災害発生時の臨時休講等の取り扱いを迅速かつ的確
に実施できるよう、臨時休講等に関するマニュアル「自然災害に
よる臨時休講等に関する取扱い要領」を定めるとともに、近年頻
発する様々な自然災害に対応できるよう、同要領の点検を随時、
実施した。

Ａ

イ　各職員が日頃から業務の効率化、事務系業務シス
テムの有効活用等を心がけるとともに、事務局全体の
業務の調整を随時行い、効率化に努める。

イ　事務局調整会議を適宜開催し、月間の業務予定及び内容に関
する情報を共有することで、業務進捗状況の把握と事務局全体の
意思疎通を図っている。また、給与事務の一部について合理化に
向けたシステム改修を行った。

Ａ

ア　学生募集、教務就職支援などの大学特有の事務を処理す
る組織について不断に検証し、業務内容の多様化、業務量の
変動に対応できる事務組織を構築する。

イ　事務内容を定期的に点検し、事務処理の電子化の推進、
事務の簡素化・合理化に努める。
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【大項目別評価】 

小項目別評価の結果 

評 価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個 数 ０ 12 ０ ０ 12 

割 合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

大項目評価（進捗状況） 

 

 小項目別評価は12項目全てＡ評価となっており、全体として中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んだと認められる。 

 運営体制や組織に関しては、委員会活動を通して実情に即した検討・検証を行い、学外有識者や専門家を理事や審議会委員に積極的に登用して幅広い

見地からの意見を大学運営に反映させる等、十分機能したと考える。また、人事に関しては、各種ＳＤ・ＦＤ研修を実施し、大学教職員としての多様な

資質能力の向上を図るとともに、全教職員に対し業績評価を適正に実施し、教員については、評価結果に基づき表彰及び特別研究費の交付を実施してい

る。 
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大項目 第４ 財務内容の改善に関する目標 

  

中期目標 

１ 自己収入の確保に関する目標を達成するための措置 

（１）外部研究資金の獲得 

国や民間研究団体の制度を有効に活用するなど、外部研究資金の積極的な獲得に努める。 

（２）その他自己収入の確保 

教育の質の向上と大学の円滑な運営を図るため、授業料、入学料、入学考査料等の自己収入の確保及び大学施設・設備の活用等によ

り多様な収入の確保に努める。 

２ 経費の効率化に関する目標を達成するための措置 

大学の教育研究の質の向上を図りつつ、法人の業務の全般について継続的な見直しを行い、より効率的な運営により経費の節減に努め

る。 

３ 資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置 

法人の健全な運営を確保するため、経営的視点に立ち資産の効果的、効率的な管理及び活用並びに資金の安全な運用を図る。 
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第２期 中期計画 令和２年度 年度計画 令和２年度 業務実績 自己評価

第４　財務内容の改善に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　自己収入の確保に関する目標を達成するための措置

(1) 外部研究資金の獲得

　学内外の外部資金既得者や資金獲得の際に必須の研
究倫理・コンプライアンスに関する有識者による研修
会を実施し、外部研究資金制度とその仕組み、研究倫
理についての有効な情報の収集及び周知に努める。

　外部資金獲得に向けたセミナーを９月にリアルタイムのオンラ
イン形式にて開催した。研修会の内容はオンデマンドにて視聴で
きるようにしている。また、外部の研究費補助等についての情報
があった際は、全教員に周知し、積極的な活用を呼び掛けてい
る。また、研究倫理コンプライアンスに関する研修会を栄養大教
員は11月に、米短大教員は５月にそれぞれオンデマンド形式で開
催し、全教員が受講した。

Ａ

(2) その他自己収入の確保

ア　授業料、入学料等の確実な納付を図るため、一部
免除者、徴収猶予者及び支払遅延者の状況を把握し、
適宜、適切な督促・指導等を行い、滞納防止に努め
る。

ア　入学料の未納は無い。
　過年度授業料未納者１名(除籍者)については督促を継続してお
り、今年度は65,000円が納入された(残235,000円)。
　また、今年度授業料は２月までに全員完納しており、未納者は
いない。

Ａ

イ　大学基金の募集について、より周知が図られるよ
う、現在活用している法人のホームページ以外にも、
多様な方法について検討を行う。

イ　大学基金の募集について、ホームページへの掲載による周知
に加え、より効果的な周知を行うための情報収集に努めた。ま
た、本年度から新たにリサイクル募金に取り組み、５件の寄付を
受けた。

Ａ

２　経費の効率化に関する目標を達成するための措置

ア　経費の一層の節減に向け、引き続き全学的に教職
員の意識を高め、冷暖房機器の温度調整、照明の間引
き点灯等による節電やミスコピー用紙等の再利用等を
実施する。

ア　夏季の節電計画を策定し、学内に周知徹底し節電に努めたも
のの、新型コロナウイルス感染症の影響により８月、９月に通常
授業を行い、土日には集中講義を行ったことにより、例年以上に
電気量が増加し目標を達成できなかった。その後も無理のない範
囲での暖房機器の温度調整や不要な照明の消灯など、省エネに努
めた。
　また、ミスコピー用紙の裏面利用を行いコピー用紙削減に努め
た。

Ａ

イ　管理的経費については、引き続き経費の節減と効
率的な執行を行い、前年度予算額を下回るよう節減を
図る。

イ　管理的経費については、必要性を精査しながら経費の節減や
効率的な執行を行い、前年度予算額を下回るよう節減に努めた。 Ａ

３　資産の運用管理の改善に関する目標を達成するための措置

ア　大学施設の有料での地域開放について、その使用
料を含め本学のホームページなどで引き続き周知し、
施設の有効活用を図る。

ア　資産の有効活用として、ホームページを活用し大学施設の地
域開放を行うべく周知を図ったが、新型コロナウイルス感染症の
影響があり有料での使用は少ない状況であった。
【地域からの施設利用申請状況】
　５件（うち有料１件）

Ａ

イ　会計関連規程に基づいた適正な資金管理を引き続
き行うとともに、短期の定期性預金等により、安全か
つ効果的に余裕資金を運用し、収入の増加を図る。

イ　年間の資金計画を策定し、余裕資金については安全な短期の
譲渡性預金での運用を図った。 Ａ

ア　資産の活用については、大学施設の有効活用とそこから
の収益を確保するため、施設の有料による地域開放について
広く周知するとともに、不断に検証し必要に応じ改善を加え
る。

イ　資金の運用については、資金管理規程に基づき安全かつ
効果的に行うほか、授業料等学生納付金、運営交付金や研究
資金等についても適正に管理していく。

　国や民間研究団体等の競争的資金や共同研究、受託研
究などによる外部研究資金を確実に獲得できるよう助成
制度の仕組みや申請方法についての研修会を開催し、全
学的に積極的な資金獲得に努める。

ア　大学の財政基盤安定のため、授業料、入学料、入学
考査料の安定的かつ確実な納付の確保を図る。

イ　施設整備、研究、地域貢献、学生支援等に充てるこ
とを目的にした、個人や法人からの寄付等を基にする大
学基金を創設するなど多様な収入の確保について、経営
審議会を中心に検討し、必要に応じて改善を加える。

ア　省エネルギー対策、リサイクル利用等について学内の意
思疎通、職員の意識高揚及び省エネ製品等の積極的活用を図
り、経費の節減に努める。

イ　管理的経費について、物品備品の購入方法や契約方法の
見直しを進めるなど、効率的な執行に取り組むことにより、
毎年１．０％以上の節減を目指す。
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【大項目別評価】 

小項目別評価の結果 

評 価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個 数 ０ ７ ０ ０ ７ 

割 合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

大項目評価（進捗状況） 

 

 小項目別評価は７項目全てＡ評価となっており、全体として中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んだと認められる。 

自己収入の確保について、科学研究費獲得を目指す研究への助成やセミナーを通した有用情報の提供により、全学的に外部資金の獲得を推進した。ま

た、夏季・冬季の節電運動やミスコピーのリサイクル等の取組みを実施し、経費の削減に努めた。 
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大項目 第５ 自己点検、評価及び情報の提供に関する目標 

  

中期目標 

１ 評価の充実に関する目標を達成するための措置 

大学の教育研究の質の向上を図るため、法人、大学の諸活動について多面的な自己点検、評価を行いその結果を公表するとともに、教

育研究活動や法人の業務運営の改善に継続して取り組む。 

２ 情報公開の推進に関する目標を達成するための措置 

公的資金を基盤として運営される公立大学法人として運営の透明性を高め、社会に対する説明責任を果たすため、教育研究及び組織運

営の状況に関する情報を積極的に公開する。 
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第２期 中期計画 令和２年度 年度計画 令和２年度 業務実績 自己評価

第５　自己点検、評価及び情報の提供に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　評価の充実に関する目標を達成するための措置

　大学の教育研究水準の維持、向上を図るため、総合的な自
己点検・評価と改善・改革の作業に継続して取組み、その内
容を公表するとともに、外部機関による評価制度を活用し質
保証の充実を図る。

　年度計画に基づき、教育・研究水準の維持、向上を
図るための自己点検・評価を実施する。
　また、令和２年度は両大学において、外部評価機関
による大学認証評価を受審する。その評価結果を公表
するとともに、指摘事項については、自己評価改善・
ＳＤＦＤ委員会が中心となって、担当委員会等と協力
して改善につなげる。

 　年度計画に基づく業務については、各担当委員会において執行
状況を確認しながら進めており、毎回の教授会において実施状況
を報告し、全学的な情報の共有に努めた。さらに、年度中間での
進捗状況や年度末の業務実績のとりまとめ作業を通して、点検・
自己評価を実施し、大学の教育研究水準の継続的な維持・向上に
努めた。
　また、両大学において、外部評価機関による大学認証評価及び
短期大学認証評価を受審し、栄養大は９月、米短大は10月にオン
ライン実地調査を経て、３月にいずれも「適合」の認定を得た。
尚、評価結果は各大学のホームページで公表している。評価結果
については学内で問題点の共有を行った。

Ａ

２　情報公開の推進に関する目標を達成するための措置

ア　大学運営の透明性を高めるため、財務状況や大学の目
標・計画・外部評価の結果を広範に公開する。

ア　財務諸表や事業報告書、年度計画等の法人の運営
に関する情報について、積極的かつ速やかに公開す
る。

ア　財務諸表や事業報告書、年度計画や法人役員の就任状況につ
いては、適宜ホームページに公開した。 Ａ

イ　大学の特色や魅力を広く内外に発信するため、大学ホー
ムページや大学案内など多様な情報発信媒体の充実及び有効
活用を図るとともに、多様な媒体・機会を通じて広報の強化
を図る。

イ　ホームページや大学案内、SNS（LINE）等の多様な
情報発信媒体を効果的に活用し、大学の特色や魅力を
積極的に発信していく。

イ　2022年度入学者向けの大学案内制作にあたり、コロナ禍の中
で作成作業を円滑に進めるため、撮影等スケジュールを前倒しし
て、内容の充実を図り、計画通り遂行した。
　ホームページの効果的活用として、ＳＤＦＤ研修をはじめ、各
種研修会の実施内容や公開講座、学内外の取組み内容を適宜掲載
し、情報発信に努めた。ホームページ以外の情報発信媒体として
LINEを一層活用している。とりわけ、年度当初から学科クラス別
のLINEグループを作り、遠隔授業の準備情報や学内行事の予定案
内などを積極的に発信し、学内外の教職員、学生の情報共有に努
めた。在学生向けLINE公式アカウントの運用の詳細は次の通りで
ある。①新型コロナ関係(感染症対策・遠隔授業への切り替え)、
②災害(大雨・大雪・熊出没の注意喚起)、③キャリア関係(各種連
絡)、学生生活関係(フードバンク、アンケート等)の連絡手段とし
て有効に活用した。さらに、Googleアナリティクス(ホームページ
解析タグ)を用いて大学ホームページのウェブ分析を実施し、回遊
率、ページビュー等の数値を統計学的に分析することでホーム
ページの改善や広報の有益な方向性を模索した。

Ａ

ウ　情報公開制度及び個人情報保護制度の理解に努め、開示
請求に適切に対応するとともに、個人情報を含んだ情報の適
切な管理運用を行う。

ウ　マイナンバーを含めた個人情報の管理及び個人情
報の開示請求について、点検を実施しながら適切に対
応していく。

ウ　取得した個人情報の利用及び開示請求（入試結果の開示請
求）手続きが適切に取扱われているかを決裁過程ににおいて複数
人で点検しており、適切な管理に努めた。 Ａ
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【大項目別評価】 

小項目別評価の結果 

評 価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個 数 ０ ４ ０ ０ ４ 

割 合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

大項目評価（進捗状況） 

 

 小項目別評価は４項目全てＡ評価となっており、全体として中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいると認められる。 

学内において計画する年度内の各業務については、委員会ごとに状況を確認しながら事業を進めた。また、両大学とも大学認証評価を受審し、いずれ

も「適合」の認定を得た。 

情報公開の推進に関しては、大学運営の透明性の確保のため法人情報の積極的な情報公開に努めるとともに、ホームページ以外にもＳＮＳ等の多様な

媒体を活用した情報発信・広報活動に努めた。 
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大項目 第６ その他業務運営に関する目標 

  

中期目標 

１ 安全管理に関する目標を達成するための措置 

大学の学内における事故、犯罪及び災害による被害の発生を未然に防止するとともに、安全、安心な教育研究環境を維持するため、安

全衛生管理体制と防犯、防災対策の強化を図る。 

２ 人権に関する目標を達成するための措置 

学生及び教職員の人権意識の向上を図るとともに、人権侵害や各種ハラスメントを防止するための取組みを推進する。 

３ 法令遵守に関する目標を達成するための措置 

適正な業務運営の保持増進を図るため、法令遵守を徹底する取組みを推進する。 
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第２期 中期計画 令和２年度 年度計画 令和２年度 業務実績 自己評価

第６　その他業務運営に関する目標を達成するためにとるべき措置

１　安全管理に関する目標を達成するための措置

ア　労働安全衛生法等関係法令及び学内規程に基づき、職員
の健康管理を含めた安全衛生管理体制の充実を図る。

ア　衛生委員会が中心となって、職員の健康管理に係
る情報提供やストレスチェックの実施、職場巡視等を
行い、職員の健康の保持増進、職場環境の改善に努め
る。

ア　全職員を対象とした健康診断及びストレスチェックを実施
（免除対象者を除く）するとともに、その実施状況の確認や産業
医による結果分析と要精検者への受診勧奨等のフォローアップを
実施した。このほか、施設の巡視による職場環境の改善や各種研
修会等を実施し、教職員の健康管理に努めた。

Ａ

イ　学内施設・設備及び大学周辺の防犯・安全対策の状況を
適時点検し、関係機関との連携強化を図り、事故犯罪による
被害の未然防止に努めるとともに、事故・災害等の発生に備
えた危機管理マニュアルを随時点検・整備し、有事を想定し
た実践的な訓練を行う。

イ　事故犯罪による被害の未然防止に向け、学内施設
等の防犯・安全対策の状況を適時点検するとともに、
関係機関との連携体制を強化する。
　また、事故・災害等の発生に備え、危機管理マニュ
アルの点検・整備を行うとともに、有事を想定した実
践的な訓練を実施する。

イ　事故犯罪の未然防止に向けて、駅前交番連絡協議会を組織し
ているが、新型コロナウイルスの感染拡大のため、対面での会議
は実施されなかった。
　水防法の改正により、1,000年に一度の雨量に備えて策定が義務
化されたことを受け、本学の学校避難確保計画を策定した。
　また、２月13日に発生した福島県沖地震の際は、マニュアルに
従い職員が参集し、人的、物的被害がないことを確認するととも
に、学生に対して被害があれば報告するよう連絡した。
　新型コロナウイルス感染症への対応については、１月７日に再
びの緊急事態宣言が発令されたことを受け、学生・教職員の安全
を最優先し、可能な授業はオンラインに切り替えるとともに、学
位記授与式を中止した。
　避難訓練については、新型コロナウイルスの感染防止の観点か
ら、消防署の指導を受けながら、10月に大学について、12月には
学寮について図上訓練の方式で実施した。

Ａ

ウ　高度情報化社会における大学の情報資産のセキュリティ
の確保について、ＩＣＴ技術の進展などを踏まえた見直しを
行い適切な対応を行う。

ウ　大学の情報システムや情報機器を含むネットワー
ク環境について、随時点検・整備するとともに、情報
セキュリティポリシーに基づく講習・周知を行う。

ウ　大学の情報システムや情報機器を含むネットワーク環境につ
いて、保守業者と連携し、引き続き随時点検・整備を行ってい
る。また、年度当初(４月２日)に情報セキュリティ研修会を実施
し、情報セキュリティを取り巻く最新の脅威やその対策等を周知
した。
　この他、不正アクセスの検知システムを運用し、不正アクセス
の早期発見・対策に資するよう不正アクセスが疑われる教職員及
び学生に随時注意喚起を行っている。
　遠隔授業を開始するにあたり、学外から履修登録等を行う必要
が生じたため、サーバーOSのバージョンアップ及びワンタイムパ
スワードによる二重認証システムを６月から導入し、セキュリ
ティの強化を図った。

Ａ
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第２期 中期計画 令和２年度 年度計画 令和２年度 業務実績 自己評価

２　人権に関する目標を達成するための措置

ア　教職員や学生の人権意識の向上や各種ハラスメントの防
止のため、研修会を開催するなど意識の啓発に努める。

ア　ハラスメントに関する国の動きや人権意識向上を
含めた研修会を開催し、全教職員に受講を義務付け
る。また、関係規程やガイドラインを継続的かつ徹底
して周知し、ハラスメントの発生防止と排除の意識向
上をより強力に推し進める。

ア　年度当初の新採職員研修会や教授会等の機会を利用し、学長
からハラスメント防止に関する教職員への呼びかけを行った。11
月５日には山形大学の中澤未美子准教授による「ハラスメントの
最新事例と相談現場におけるパワハラ防止法」の研修を行い、全
教職員が受講した（当日受講できなかった教職員には別途、録画
上映による研修を実施）。

Ａ

イ　ハラスメント行為等に関する相談及び通報の適正な処理
の仕組みを確立するとともに、万一、各種ハラスメント事案
が発生した場合は、関係当事者のプライバシーに配慮しなが
ら、迅速かつ適切な対応を図る。

イ　ハラスメントの早期発見・深刻化防止のため、相
談窓口の周知及び相談員のスキル向上を行い、相談体
制の整備に努める。
　ハラスメント事案が発生した際は、関係規程に基づ
き迅速に調査を行うとともに、ハラスメント対策委員
会と相談室が緊密に連携し、関係当事者のプライバ
シーに配慮しながら、適切な対応を行う。

イ　令和２年度もハラスメント相談窓口について、年度当初のガ
イダンスや新人研修会などで繰り返し周知するなど、ハラスメン
トの早期発見・早期対応のため、相談体制を維持整備している。

Ａ

３　法令遵守に関する目標を達成するための措置

ア　教職員に対し、機会を捉えて研修会や啓発活動を通じ
て、法令事項の遵守に係る取組みを進める。

ア　コンプライアンスを推進するための研修会を開催
し、教職員の法令遵守に対する意識の向上を常に目指
していく。

ア　栄養大では11月に、米短大では５月に、それぞれ学部長、副
学長によるコンプライアンス推進研修会をリモートで行い、教員
全員が聴講した。 Ａ

イ　法人における適法かつ公正な業務運営を確保するため、
職員等からの組織的又は個人的な法令違反行為等に関する相
談及び通報に対する適正な処理の仕組みを定めるとともに、
教員が研究活動を行うに際し遵守すべき事項及び不正行為へ
の対応等について、規程を整備する。

イ　平成27年度に整備した公益通報者保護規程及び研
究活動不正防止規程について、必要に応じて見直しを
行いながら、適正かつ公正な業務運営の確保に努め
る。

イ　公益通報者保護規程及び研究活動不正防止規程については、
現段階で見直しが必要な事態は生じておらず、今年度相談窓口へ
の通報や告発の実績は無い。また、研究活動の不正防止に向けて
は、５月に研究倫理コンプライアンス研修会（ビデオ開催）を実
施し、注意喚起を行った。

Ａ

ウ　監事による監査のほか、内部監査を定期的に実施し、そ
れらの結果を運営改善に反映させる。

ウ　年１回定期の内部監査を実施するとともに、必要
に応じ随時の内部監査を行う。

ウ　９月には両大学の科学研究費について、３月には各担当業務
における支出事務等の取扱いについて内部監査を実施し、適正に
執行されていることを確認した。 Ａ
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【大項目別評価】 

小項目別評価の結果 

評 価 Ｓ Ａ Ｂ Ｃ 計 

個 数 ０ ８ ０ ０ ８ 

割 合 0.0％ 100.0％ 0.0％ 0.0％ 100.0％ 

大項目評価（進捗状況） 

 

小項目別評価は８項目全てＡ評価となっており、全体として中期目標・中期計画の達成に向けて順調に進んでいると認められる。 

衛生委員会の職場巡視による職場環境の改善のほか、健康診断・ストレスチェックの実施を通して教職員の健康管理に努めた。 

 教職員の人権や法令遵守に関しては、ハラスメントや研究活動の不正の防止、コンプライアンスの推進に関する各種研修会の開催により意識向上を図

った。 
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令和２年度　年度計画 令和２年度　業務実績

１　予算(平成27年度～令和2年度) １　予算(令和２年度) １　決算(令和２年度)

　運営費交付金は一定の仮定の下に試算したものであり、各事業年度の運営費交付
金については、予算編成過程において決定される。
【人件費の見積り】
　中期目標期間中総額4,324百万円を支出する。
　人件費の見積りについては、平成26年度の現員を基準として毎事業年度(平成27
年度から平成32年度まで)の役員及び職員の人件費を算定している。
　退職手当については、山形県公立大学法人職員退職手当規程により算定する。
【運営費交付金の算定方法】
　平成27年度から平成32年度までの毎事業年度の運営費交付金は、次の算式により
算定した。
　運営費交付金＝(①＋②＋③＋④)－(⑤＋⑥＋⑦)
①人件費　　上記人件費の見積りのとおり
②教育研究経費
　平成27年度の所要額を積算し、毎事業年度1.0％程度の経費節減を見込んで算定
③一般管理費
　平成27年度の所要額を積算し、毎事業年度1.0％程度の経費節減を見込んで算定
④特別経費
　中期計画を基準に各事業年度の事業実態に応じて個別に所要額を算定
⑤自己収入
　授業料及び入学料については定員で算定し、その他の収入については過去の実績
を参考にして算定
⑥補助金等収入
　米沢市から受け入れる負担金額を算定
⑦目的積立金取崩
　前中期目標期間繰越積立金見込み額を算定

第７  予算(人件費の見積もりを含む)、収支計画及び資金計画

第２期　中期計画

Ⅳ　その他の状況

区分 金額

収入

　運営費交付金 3,288

　補助金等収入 360

　自己収入 2,149

　　授業料等収入 2,017

　　その他の収入 132

　受託研究等収入 15

　目的積立金取崩 11

計 5,823

支出

　業務費 4,916

　　教育研究経費 592

　　人件費 4,324

　一般管理費 892

　受託研究等経費 15

　施設整備費 0

計 5,823

(単位：百万円)
区分 決算額 増減

収入

　運営費交付金 554,047 △845

　補助金等収入 66,312 6,312

　自己収入 371,698 3,822

　　授業料等収入 355,092 4,161

　　その他の収入 16,606 △339

　受託研究等収入 6,107 5,907

　目的積立金取崩 7,756 △3,723

計 1,005,920 11,473

支出

　業務費 913,822 △9,885

　　教育研究経費 172,946 △799

　　人件費 740,876 △9,086

　一般管理費 70,369 △171

　受託研究等経費 6,467 6,267
　施設整備費 0 0

計 990,658 △3,789

(単位：千円)
区分 金額

収入

　運営費交付金 554,892

　補助金等収入 60,000

　自己収入 367,876

　　授業料等収入 350,931

　　その他の収入 16,945

　受託研究等収入 200

　目的積立金取崩 11,479

計 994,447

支出

　業務費 923,707

　　教育研究経費 173,745

　　人件費 749,962

　一般管理費 70,540

　受託研究等経費 200

　施設整備費 0

計 994,447

(単位：千円)
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令和２年度　年度計画 令和２年度　業務実績第２期　中期計画

２　収支(平成27年度～令和2年度) ２　収支(令和２年度) ２　収支(令和２年度)

３　資金計画(平成27年度～令和2年度) ３　資金計画(令和２年度) ３　資金計画(令和２年度)

    区分 金額

資金支出 5,823

　業務活動による支出 5,596

　投資活動による支出 0

　財務活動による支出 227

　次期中期計画期間への繰越金 0

資金収入 5,823

　業務活動による収入 5,812

　　運営費交付金による収入 3,288

　　補助金等による収入 360

　　授業料等による収入 2,017

　　受託研究等による収入 15

　　その他の収入 132

　投資活動による収入 0

　　施設等整備による収入 0

　財務活動による収入 0

　前期中期計画期間よりの繰越金 11

(単位：百万円)

区分 金額

費用の部 5,832

　業務費 4,722

　　教育研究経費 383

　　受託研究費等 15

　　人件費 4,324

　一般管理費 866

　その他費用 0

　施設整備費 0

　減価償却費 244

収益の部 5,832

　運営費交付金収益 3,053

　補助金等収益 360

　授業料収益 1,544

　入学金収益 403

　入学考査料収益 70

　受託研究等収益 15

　その他の収益 132

　資産見返負債戻入 244

　目的積立金取崩 11

(単位：百万円)
 区分 決算額 増減

費用の部 1,064,403 16,261

　業務費 939,042 15,483

　　教育研究経費 192,940 19,543

　　受託研究費等 5,226 5,026

　　人件費 740,876 △9,086

　一般管理費 66,407 329

　その他費用 0 0

　施設整備費 0 0

　減価償却費 58,954 449

収益の部 1,080,673 32,531

　運営費交付金収益 545,571 △9,321

　補助金等収益 66,312 6,312

　授業料収益 320,517 24,076

　入学金収益 77,566 1,729

　入学考査料収益 9,837 △2,436

　受託研究等収益 7,397 7,197

　その他の収益 25,147 8,202

　資産見返負債戻入 20,570 495

　目的積立金取崩 7,756 △3,723

(単位：千円)

    区分 決算額 増減

資金支出 1,112,539 118,092

　業務活動による支出 943,051 △12,966

　投資活動による支出 2,405 2,405

　財務活動による支出 38,412 △18

　次年度への繰越金 128,671 128,671

資金収入 1,112,539 118,092

　業務活動による収入 1,009,190 26,222

　　運営費交付金による収入 554,047 △845

　　補助金等による収入 66,312 6,312

　　授業料等による収入 364,142 13,211

　　受託研究等による収入 7,064 6,864

　　その他の収入 17,625 680

　投資活動による収入 3 3

　　施設等整備による収入 0 0
　　長期貸付金の回収による収入 0 0

　　利息受取額 3 3

　財務活動による収入 0 0

　前年度からの繰越金 103,346 91,867

(単位：千円)

区分 金額

費用の部 1,048,142

　業務費 923,559

　　教育研究経費 173,397

　　受託研究費等 200

　　人件費 749,962

　一般管理費 66,078

　その他費用 0

　施設整備費 0

　減価償却費 58,505

収益の部 1,048,142

　運営費交付金収益 554,892

　補助金等収益 60,000

　授業料収益 296,441

　入学金収益 75,837

　入学考査料収益 12,273

　受託研究等収益 200

　その他の収益 16,945

　資産見返負債戻入 20,075

　目的積立金取崩 11,479

(単位：千円)

    区分 金額

資金支出 994,447

　業務活動による支出 956,017

　投資活動による支出 0

　財務活動による支出 38,430

　次年度への繰越金 0

資金収入 994,447

　業務活動による収入 982,968

　　運営費交付金による収入 554,892

　　補助金等による収入 60,000

　　授業料等による収入 350,931

　　受託研究等による収入 200

　　その他の収入 16,945

　投資活動による収入 0

　　施設等整備による収入 0

　　長期貸付金の回収による収入 0

　　利息受取額 0

　財務活動による収入 0

  前年度からの繰越金 11,479

(単位：千円)
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１  短期借入金の限度額
　１億円(事業年度の年間運営費の概ね１月程度)

２  想定される理由
　運営費交付金の受入遅延及び事故の発生等により緊急

に
　必要となる対策費

１  短期借入金の限度額
　１億円

２　想定される理由
　運営交付金の受入遅延及び事故の発生等により緊急に

　必要となる対策費

１  短期借入金の限度額
　なし

　なし 　なし 　なし

　決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の
向上、地域への優秀な人材の輩出等の地域貢献の取組み及
び組織運営の改善に充てる。

　決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の
向上、地域への優秀な人材の輩出等の地域貢献の取組み及
び組織運営の改善に充てる。

　当期未処分利益16,270千円を教育研究の質の向上及び運
営経費の改善に充てるため積み立てる。

１  施設及び設備に関する計画
　なし
　(注)中期目標を達成するために必要な業務の実施状況

を
　勘案した施設・設備の整備や老朽度合等を勘案した施
設・
　設備の改修等が追加されることがある。

２  人事に関する計画
　第３の３「人事の適正化に関する目標を達成するため

　の措置」に記載のとおり

３  積立金の使途
　前中期目標期間繰越積立金については、教育研究の質

　の向上、地域への優秀な人材の輩出等の地域貢献の取組
　み及び組織運営の改善に充てる。

４  その他法人の業務運営に関し必要な事項
　なし

１　施設及び設備に関する計画
　なし

２　人事に関する計画
　第３の３「人事の適正化に関する目標を達成するため

　の措置」に記載のとおり

３　積立金の使途
　前中期目標期間繰越積立金については、教育研究の質

　の向上、地域への優秀な人材の輩出等の地域貢献の取組
　み及び組織運営の改善に充てる。

４　その他法人の業務運営に関し必要な事項
　なし

１　施設及び設備に関する計画
　なし

２　人事に関する計画
　第３の３「人事の適正化に関する目標を達成するため

　の措置」に記載のとおり

３　積立金の使途
　積立金の使途としては、その一部7,756千円を、教育研

　究特別推進費等に充当した。

４　その他法人の業務運営に関し必要な事項
　なし

第10  剰余金の使途

第11  山形県公立大学法人の業務運営並びに財務及び会計に関する規則で定める業務運営に関する事項

第８  短期借入金の限度額

第２期　中期計画

第９  重要な財産を譲渡し、又は担保に供しようとするときは、その計画
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